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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第24期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式がないため、

記載しておりません。 

３ 第27期から、純資産額の算定にあたり、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号)を適用しております。 

第一部 【企業情報】

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年８月 平成19年８月

売上高 (千円) 3,796,881 4,407,173 4,278,087 4,905,438 5,622,784

経常利益 (千円) 747,914 476,513 805,043 821,420 992,740

当期純利益 (千円) 388,489 191,696 420,124 356,246 392,619

純資産額 (千円) 4,937,111 4,898,049 5,119,391 5,250,181 5,473,842

総資産額 (千円) 6,111,002 6,131,816 6,501,661 6,931,740 6,806,977

１株当たり純資産額 (円) 639.66 635.16 662.42 685.58 714.53

１株当たり当期純利益 (円) 42.92 17.79 48.20 46.54 51.26

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 17.74 48.07 46.46 51.19

自己資本比率 (％) 80.8 79.9 78.7 75.7 80.4

自己資本利益率 (％) 8.0 3.9 8.4 6.9 7.3

株価収益率 (倍) 25.63 105.62 34.7 29.1 29.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 296,795 672,232 470,361 379,670 104,909

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 48,363 △262,456 △448,131 △718,986 △350,942

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △227,499 △173,676 △165,777 △183,777 △189,330

現金及び現金同等物の 
期末残高

(千円) 1,498,855 1,720,982 1,582,205 1,072,903 664,573

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数)

(名)
442 

(144)
440

(154)
504

(204)
586 

(193)
653

(267)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第24期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式がないため、

記載しておりません。 

３ 第25期の１株当たり配当額25円（１株当たり中間配当額12.5円）には、創立25周年記念配当５円を含んでお

ります。 

４ 第27期から、純資産額の算定にあたり、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号)を適用しております。 

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年８月 平成19年８月

売上高 (千円) 3,659,630 4,261,421 4,136,551 4,600,528 5,243,200

経常利益 (千円) 807,199 574,610 909,563 961,440 1,188,369

当期純利益 (千円) 451,000 292,684 320,760 564,923 333,794

資本金 (千円) 967,000 967,000 967,000 967,000 967,000

発行済株式総数 (千株) 7,763 7,763 7,763 7,763 7,763

純資産額 (千円) 5,106,833 5,190,281 5,292,156 5,622,997 5,753,417

総資産額 (千円) 6,212,067 6,416,060 6,672,156 7,240,016 6,929,202

１株当たり純資産額 (円) 661.92 673.50 685.01 734.26 751.03

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

20.00

(10.00)

25.00

(12.50)

25.00

(12.50)

25.00

(12.50)

25.00

(12.50)

１株当たり当期純利益 (円) 51.08 31.03 35.19 73.81 43.58

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 30.95 35.09 73.67 43.52

自己資本比率 (％) 82.2 80.9 79.3 77.7 83.0

自己資本利益率 (％) 9.0 5.7 6.1 10.4 5.9

株価収益率 (倍) 21.53 60.6 47.57 18.3 35.2

配当性向 (％) 39.15 80.57 71.04 33.9 57.4

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数)

(名)
251 

(135)
271

(144)
321

(197)
366 

(187)
425

(237)



２ 【沿革】 

  

年月 沿革

昭和54年11月 株式会社東亜セイコーより分離独立し、京都市東山区に株式会社トーセを設立、業務用ゲーム機の

開発販売を開始。

昭和55年９月 アーケードゲーム機「サスケvsコマンダー」の開発に成功。

昭和56年３月 海外用アーケードゲーム機「ヴァンガード」の開発に成功。

昭和58年４月 家庭用ゲーム分野に戦略変更し、パソコン用ソフトの開発に着手。

昭和59年４月 ファミコン用ソフトの開発に着手。

昭和60年４月 教育用ソフトの開発に着手。

昭和61年５月 現在地、京都府乙訓郡大山崎町に本社を移転。

昭和62年４月 イベント用ソフトの開発を開始。

昭和63年４月 業務拡大に伴い、京都市下京区に大宮分室(現 大宮開発センター)を開設。

昭和63年７月 本社新社屋を完成。

平成２年４月 任天堂製ゲームボーイ、任天堂製スーパーファミコン、ソニー・コンピュータエンタテインメント

製プレイステーション、セガ製セガサターン等、機器対応を拡大。

平成３年５月 アメリカ市場での市場調達、販路開拓、開発体制をめざし、アメリカ合衆国ロサンゼルスに米国現

地法人「TOSE SOFTWARE OF AMERICA. INC」を設立。

平成５年４月 海外ゲーム市場悪化に伴い、米国現地法人「TOSE SOFTWARE OF AMERICA. INC」を解散。

平成５年11月 優秀なソフト開発要員の確保を目的に、中国上海市に中国現地法人「東星軟件(上海)有限公司」(現

連結子会社)を設立。

平成６年２月 マルチメディア時代に備え、京都府長岡京市に長岡京ＣＧセンターを開設。

平成11年１月 事業規模拡大に対応するために、烏丸ＣＧセンターを開設し、長岡京ＣＧセンターの業務を移管。

平成11年８月 大阪証券取引所第二部ならびに京都証券取引所（平成13年３月大阪証券取引所に吸収合併）に株式

上場。

平成12年１月 モバイルコンテンツ関連分野への事業拡大を急ピッチで進めるために、Ｍ＆Ａにより「有限会社日

本データフロンティア」を子会社化し、株式会社化に伴い「株式会社ティーネット」(現 連結子会

社で清算中)に改称。

平成12年９月 東京証券取引所第二部に上場。

平成13年３月 新しいソフト開発の拠点として、中国浙江省杭州市に中国現地法人「東星軟件(杭州)有限公司」(現

連結子会社)を設立。

平成13年８月 東京証券取引所第一部ならびに大阪証券取引所第一部に指定。

平成14年８月 東京都渋谷区渋谷に東京オフィスを開設。

平成15年３月 欧米ゲームソフト市場、米国モバイルコンテンツ市場で積極的に事業を展開するための拠点とし

て、アメリカ合衆国カリフォルニア州ウェストヴィレッジに米国現地法人「TOSE SOFTWARE USA, 

INC.」（現 持分法適用非連結子会社）を設立。

平成18年12月 新しいソフト開発の拠点として、沖縄県那覇市に「株式会社トーセ沖縄」（現 連結子会社）を設

立。

平成19年４月 新しいソフト開発の拠点として、名古屋市中村区に名古屋開発室、札幌市中央区に札幌開発室を開

設。



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社および子会社７社（連結子会社４社、非連結子会社３社）ならびに関連会社１社

により構成されております。 

事業としては、「縁の下の力持ち」を経営戦術の基本に掲げ、ゲームソフトやモバイル・インターネッ

トに関する企画・開発・運営などの業務受託を中心に、顧客サポートを行っております。 

  

当社および主要グループ企業の事業内容と事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) 株式会社ティーネットは、事業の一部を平成19年５月31日付で株式会社フォネックス・コミュニケーションズ

に譲渡し、平成19年７月20日付にて京都地方裁判所より特別清算開始決定を受け、清算手続を進めておりま

す。 

事業の種類別セグメント 国名 会社名 主要な事業内容

ゲームソフト開発事業

日本
株式会社トーセ

ゲームソフトの企画・開発
株式会社トーセ沖縄

中国
東星軟件（上海）有限公司

ゲームソフトの企画・開発
東星軟件（杭州）有限公司

アメリカ
合衆国

TOSE SOFTWARE USA, INC. 欧米ゲームソフトメーカー向け営業活動

モバイル・インターネット 
開発事業

日本

株式会社トーセ 「iモード」などのモバイル・コンテンツの
企画・開発・運営株式会社ティーネット

株式会社フォネックス・コミュ
ニケーションズ

モバイルコンテンツの企画・制作・販売・
運営

中国
東星軟件（上海）有限公司 「iモード」などのモバイル・コンテンツの

開発東星軟件（杭州）有限公司

その他事業 日本

株式会社トーセ
ゲーム以外のソフト企画・開発

パチンコ台にある液晶表示部分の画像 
制作、CG制作

株式会社ティーネット

ジェスチャー認識ソフトの企画・開発・
販売

モバイルコンテンツの運営・保守管理

株式会社フォネックス・コミュ
ニケーションズ

CG制作、新機軸デジタルエンターテイメン
トの企画・開発・プロデュース



以上の企業集団等について事業系統図は以下のとおりであります。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
 (注)１ 上記のうち、東星軟件(上海)有限公司、株式会社ティーネット、東星軟件(杭州)有限公司の３社は特定子会

社であります。 

２ 株式会社ティーネットは、事業の一部を平成19年５月31日付で株式会社フォネックス・コミュニケーション

ズに譲渡し、平成19年７月20日付にて京都地方裁判所より特別清算開始決定を受け、清算手続を進めており

ます。 

  

名称 住所 資本金又は出資金
主要な事業
の内容

議決権の
所有割合(％)

関係内容

(連結子会社)

東星軟件(上海)有限公司 中国上海市 354,556千円 ゲームソフトの企画・開発 100

当社からゲームソフト開発
業務を受託 
役員の兼任2名 
従業員の兼任2名

株式会社ティーネット
東京都 渋谷
区

130,350千円

ジェスチャー認識ソフトの
企画・開発・販売 
モバイルコンテンツの企
画・開発・サーバー保守管
理

99.7

当社からモバイルコンテン
ツの企画・開発・サーバー
保守管理の受託及び当社へ
同企画・開発、ジェスチャ
ー認識ソフトの企画・開発
を委託 
役員の兼任1名 
従業員の兼任3名

東星軟件(杭州)有限公司 中国杭州市 1,620千US＄ ゲームソフトの企画・開発 100

当社からゲームソフト等の
開発を受託 
役員の兼任2名 
従業員の兼任3名

株式会社トーセ沖縄
沖 縄県那覇
市

44,000千円 ゲームソフトの企画・開発 100

当社からゲームソフト開発
業務を受託
役員の兼任2名
従業員の兼任2名

(持分法適用非連結子会
社)

株式会社フォネックス・
コミュニケーションズ

東京都 渋谷
区

89,700千円

CG制作
新機軸デジタルエンターテ
イメントの企画・開発・プ
ロデュース

100
主としてモバイルコンテン
ツ制作を当社委託
役員の兼任1名

TOSE SOFTWARE USA, INC.
アメリカ 合
衆 国カリフ
ォルニア州

 700千US$
欧米ゲームソフトメーカー
向け営業活動

100
当社の委託により欧米ゲー
ムソフト向け営業活動
役員の兼任3名

その他１社



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年８月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年８月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ゲームソフト開発事業 504(172)

モバイル・インターネット開発事業 108(95)

その他事業 8(─)

全社(共通) 33(─)

合計 653(267)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

425(237) 29.3 4.4 4,629



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善と雇用情勢の緩やかな改善が個人消費の持ち

直しにつながり、国内民間需要に支えられた回復を続けております。 

ゲームソフト業界におきましては、昨年末にソニー・コンピュータエンタテインメントからＰＳ３

(プレイステーション３)、任天堂からＷｉｉ（ウィー）の２機種の据置型ゲーム機が発売されたことに

より、家庭用ゲーム機が出揃い、各ゲーム機の普及が進みました。その中で、家庭用ゲームソフトは、

好調なゲーム機の普及を受けてユーザの拡大が進んでおり、当社グループの主要な顧客である家庭用ゲ

ームソフトメーカーの多くで販売が好調に推移いたしました。また、それらの家庭用ゲームソフトメー

カーは、積極的に新たなゲームソフトの供給を目指しており、その結果、当社グループにもこれまでに

ない多くの開発委託の引き合いが寄せられました。 

一方で、携帯電話サービスの業界におきましては、携帯電話の利用者が今まで使用してきた電話番号

を変更せずに異なる携帯電話会社のサービスを受けることができるナンバーポータビリティが始まった

ことから、携帯電話会社間で利用者の獲得競争が激しくなり、各社はサービスの充実や高機能携帯電話

の充実などを図りました。その中で、携帯電話の高機能化に伴い、当社グループの顧客である携帯電話

のコンテンツ供給業者は従来よりも高度なコンテンツの供給に乗り出しました。 

こうした状況のもと当社グループは、顧客からの家庭用ゲームソフトや携帯電話向けコンテンツの開

発の依頼が高まる中で、品質を維持しつつ、開発人員を増強しながら、積極的に対応してまいりまし

た。その結果、開発売上は全体で前期に比べ12.5％増加いたしました。また、ロイヤリティ売上につき

ましては、市場での家庭用ゲームソフトの販売が好調なことを受けて、全体で前期に比べ20.8％増加い

たしました。 

一方で、連結子会社の株式会社ティーネットを中心に、人のジェスチャーを認識してコンピュータを

動作させる技術に関わる事業に取り組んでおりましたが、同事業の不振により同事業の製品販売からの

撤退を決定し、これに伴う整理損失１億46百万円と株式会社ティーネットの清算決定に伴う引当金20百

万円を特別損失として計上いたしました。 

  

この結果、当連結会計年度の売上高は56億22百万円（前連結会計年度比14.6％増）、営業利益８億９

百万円（前連結会計年度比14.9％増）、経常利益９億22百万円（前連結会計年度比12.3％増）、当期純

利益３億92百万円（前連結会計年度比10.2％増）となりました。 

  



事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

① ゲームソフト開発事業 

開発の状況としては、前期に引き続いて売れ行きが好調な携帯型ゲーム機向けソフトの開発依頼が

数多く寄せられ、ニンテンドーＤＳを18タイトル、ＰＳＰ(プレイステーション・ポータブル)を10タ

イトル、ゲームボーイアドバンスを３タイトル完成いたしました。据置型ゲーム機では、ＰＳ２が７

タイトル、Ｗｉｉが２タイトル完成いたしました。全体的には、既存ソフトを他の機種に移植するタ

イトルなどが前期に比べ減少いたしましたが、ＰＣ向けタイトルや業務用ゲームソフトを含め47タイ

トル完成いたしました。その結果、開発売上は29億19百万円（前連結会計年度比24.3％増）となりま

した。 

ロイヤリティの状況としては、市場での家庭用ゲームソフトの販売が好調なことを受け、特に好調

なニンテンドーＤＳ向けタイトルを中心に、多くのタイトルで計画を上回るロイヤリティが得られた

ことから、ロイヤリティ売上は４億63百万円（前連結会計年度比71.3％増）となりました。 

  

この結果、当事業の当連結会計年度の売上高は33億82百万円（前連結会計年度比29.1％増）、営業

利益10億92百万円（前連結会計年度比33.5％増）となりました。 

  

② モバイル・インターネット開発事業 

開発の状況としては、携帯電話の高機能化に伴うコンテンツの大型化が進み、当事業に関わる開発

力を積極的に増強しているものの、開発完了タイトル数は減少する傾向にありました。こうした中

で、開発完了が次期にずれ込むタイトルや開発が実行されなかったタイトルが発生したものの、67タ

イトルを完成し、開発売上は７億16百万円（前連結会計年度比7.2％増）となりました。 

運営の状況としては、前述のとおり開発完了が次期にずれ込むタイトルや開発が実行されなかった

タイトルが発生したものの、運営売上は３億27百万円（前連結会計年度比28.3％増）となりました。

ロイヤリティの状況としては、運営サイトのユーザの状況が既存サイトも新規サイトも概ね好調に

推移したことから、ロイヤリティ売上は７億７百万円（前連結会計年度比10.1％増）となりました。

  

この結果、当事業の当連結会計年度の売上高は17億51百万円（前連結会計年度比11.8％増）、営業

利益５億77百万円（前連結会計年度比3.5％増）となりました。 

  

③ その他事業 

開発の状況としては、パチンコ・パチスロ関連の開発完了タイトル数は４タイトルと前期に比べ減

少したものの、既に開発完了済みのタイトルに関する追加業務を複数実施したことから、パチンコ・

パチスロ関連の開発業務は概ね予定通りとなりました。しかし、ジェスチャー認識技術に関する事業

の見直しにより、開発売上は４億60百万円（前連結会計年度比26.4％減）となりました。 

ロイヤリティの状況としては、パチンコ・パチスロ関連において、当社開発完了タイトルの市場投

入が端境期にあたったため、ロイヤリティ売上は29百万円（前連結会計年度比63.6％減）となりまし

た。 

  

この結果、当事業の当連結会計年度の売上高は４億89百万円（前連結会計年度比32.1％減）、営業

利益１億21百万円（前連結会計年度比57.2％減）となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度と比較し

て、４億８百万円減少し、６億64百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比較して売上債

権が２億58百万円増加いたしましたが、前受金が４億75百万円、仕入債務が１億41百万円減少したこ

となどにより、２億74百万円減少し、営業活動で得られた資金は１億４百万円となりました。 

  

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比較して関係会

社株式の取得による支出額１億20百万円がありましたが、定期預金払戻しによる収入が４億10百万円

増加し、開発部門での開発ラインの増加・維持のための有形・無形固定資産の取得による支出が１億

12百万円減少したことなどにより、３億68百万円減少し、投資活動の結果使用した資金は３億50百万

円となりました。 

  

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当支出１億91百万円が主なもの

であり、前連結会計年度と比較して自己株式の売却による収入が５百万円減少したことなどにより、

５百万円の支出減となり、財務活動の結果使用した資金は１億89百万円となりました。 



２ 【開発、受注及び販売の状況】 

(1) 開発実績 

当連結会計年度における開発実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりです。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ モバイル・インターネット開発事業には、運営業務に係る売上高が含まれております。 

  

(2) 受注状況 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりです。 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりです。 

  

 
(注) １ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりです。 

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％)

ゲームソフト開発事業 2,919,065 124.3

モバイル・インターネット開発事業 1,043,722 113.1

その他事業 460,051 71.8

合計 4,422,839 113.1

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円)
前年同期比

(％)
受注残高(千円)

前年同期比
(％)

ゲームソフト開発事業 2,930,016 96.2 2,059,300 93.6

モバイル・インターネット開発事業 598,637 63.2 213,090 111.0

その他事業 698,663 131.4 413,750 240.5

合計 4,227,316 93.4 2,686,140 104.8

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％)

ゲームソフト開発事業 3,382,355 129.1

モバイル・インターネット開発事業 1,751,156 111.8

その他事業 489,272 67.9

合計 5,622,784 114.6

相手先

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

金額 割合(％) 金額 割合(％)

株式会社スクウェア・エニックス 690,699 14.1 1,253,733 23.9



３ 【対処すべき課題】 

韓国や中国をはじめとするアジア地域ではオンラインゲーム市場が広がる中で、従来からのパッケージ

型ゲームが根強い人気を示す日本市場におきまして、オンラインゲームが広がりを見せております。日本

市場でユーザが遊ぶゲームソフトがパッケージ型ゲームからオンラインゲームへと単純に移行するとは考

え難いものの、現行の家庭用ゲーム機が何らかの通信機能を持ち、さらに、音楽やビデオの分野ではイン

ターネットを用いたコンテンツの提供が一般化している様子から、ゲームソフトの流通方法やソフトの内

容が変貌することも予想されます。一方で、日本の漫画やアニメーション、過去のヒット作のゲームがア

ジアや欧米でも人気を博しており、コンテンツは日本市場へ単独的に供給されるのではなく、海外地域を

合わせた供給が増加しております。こうした状況を踏まえ、当社グループは市場やユーザの嗜好を敏感に

感じながら、直接的な顧客であるゲームソフトメーカーなどにより魅力あるコンテンツの開発やサービス

を提供していく考えであり、そこに必要と想定される技術やノウハウなどの取得や海外供給への対応力強

化を積極的に行う考えであります。 

また、新規事業への取り組みや既存事業の周辺事業に乗り出すことは、顧客へのサービス内容が開発業

務である当社グループにとって重要であります。そこでこれまで以上に、新規事業の将来性や別事業への

発展性をスピーディーに判断し、技術力を投下することが必要と考え、その体制の整備や仕組みづくりに

積極的に取り組んでまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、財政状態及び株価に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものが

あります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年11月29日）現在において当

社グループが判断したものであります。 

  

(1)コンテンツの企画力、開発力 

当社グループはクライアントの依頼によりコンテンツの企画・開発を行う受託開発を基本事業として

おります。こうした中、クライアントから評価を得るには、完成したコンテンツが魅力的であり、エン

ドユーザから支持されるものであることが重要です。それゆえ当社グループがコンテンツの企画力や企

画を実現する開発力を維持できない場合には、次第にクライアントからの依頼は減少し、当社グループ

の業績に大きな影響を与える可能性があります。 

  



(2)開発コスト力 

当社グループがクライアントから評価を得るには、前述のとおり魅力あるコンテンツを生み出すこと

も重要ですが、クライアントに納得いただける価格でコンテンツを供給することも重要です。そのた

め、日々のコスト削減や研究活動を通じた開発効率の向上策などに取り組み、競合他社と比べ高い競争

力を持つ必要があります。その状況によっては収益性の低下やクライアントからの依頼の減少など、当

社グループの業績に大きな影響を与える可能性があります。 

  

(3)開発要員の確保 

当社グループは、コンテンツの企画・開発に関する事業においてデザイナーやプログラマー、音楽や

効果音に取り組むコンポーザーなど特殊技術を持つ数多くの人材を活用しております。 

こうした人材を確保することは難しく、当社グループも長年をかけて増員してまいりました。そのた

め、万一まとまった人材が当社グループより流出した場合は、当社グループが計画していた事業活動が

遂行できず、その結果によっては当社グループの業績に大きな影響を与える可能性があります。 

  

(4)コンテンツの瑕疵 

当社グループはクライアントへ納入するコンテンツを高い品質に保つため、開発スタッフ以外にも数

多くの検査専門スタッフを活用して、コンテンツの厳しい社内検査を行っております。また、クライア

ントの納入検査後に見つかった瑕疵については、当社グループに過大な責任が及ばないように、クライ

アントに当社の責任を限定していただいております。しかし、当社グループがクライアントに納入した

コンテンツに瑕疵が発生しないという保証はなく、さらに大規模なリコールなどで当社グループが多額

の損害賠償請求を受けることも考えられ、その結果によっては当社グループの業績に大きな影響を与え

る可能性があります。 

  

(5)クライアントの政策により変動する収入 

当社グループがクライアントから得るコンテンツの企画・開発の対価は、開発業務の完了時に得る開

発売上とクライアントからユーザへコンテンツが販売される毎に販売数量に基づき得るロイヤリティ売

上から成ります。そのような中で、クライアントからコンテンツの納期に変更の要請があった場合は開

発売上の計上時期が変わることがあります。一方、コンテンツの販売数量に基づき変動するロイヤリテ

ィ売上も、クライアントが実施するテレビコマーシャルを含む各種の販売促進活動により大きく影響を

受けます。このように、当社グループの収入額や収入のタイミングは、クライアントの政策の変更によ

り大きく影響を受け、その結果によっては当社グループの業績に大きな変動を与える可能性がありま

す。 

  

(6)新しいハードウェアや新技術への対応 

当社グループの取り組むソフトウェア開発事業の分野では、家庭用ゲーム機や携帯電話機器などのコ

ンテンツの対象ハードウェアが周期的に変遷し、その度に技術環境が変化し、当社グループは技術的な

対応を迫られます。また、家庭用ゲーム機では、ハードウェア毎にパッケージの価格やその価格から差

し引かれる家庭用ゲーム機のメーカーの取り分が変化し、当社グループの収益環境も大きく変化しま

す。このような変化によって、当社グループの業績は大きく変動する可能性があります。 

  



(7)知的財産権の侵害 

当社グループの取り組むソフトウェア開発事業の分野では、コンテンツに登場する人物や架空のキャ

ラクターに関する使用権や技術上の特許権など多くの知的財産権が関係しております。そのため、知的

財産権に関する十分な調査に基づいて研究活動や開発活動を行っておりますが、他社より保有する知的

財産権を侵害していると訴訟等を提訴されることも考えられ、その結果によっては当社グループの業績

に大きな影響を与える可能性があります。 

  

(8)クライアントの機密情報の漏洩 

当社グループは、クライアントの依頼によりコンテンツの企画・開発を行いますが、その際、技術情

報はもとより経営に関する情報まで、クライアントが保有する様々な機密情報の開示を受けます。その

ため、社員教育やコンピュータシステム上でのセキュリティ対策など様々な角度から機密情報の漏洩防

止策を採っておりますが、万一機密情報が漏洩した場合には、クライアントから訴訟や発注の停止など

処置を受けることも考えられ、その結果によっては当社グループの業績に大きな影響を与える可能性が

あります。 

  

(9)カントリーリスク 

当社グループは、平成５年以来、開発業務の一部を中国の子会社で実施してまいりました。また現

在、経済発展が著しい中国は、コンテンツの新たな市場として有望であり、コンテンツの供給に向け事

業展開を開始しております。しかし、その中国は、ＷＴＯに加盟したものの現地企業には不正競争や知

的財産権など様々なリスクが存在します。また、当社グループは中国以外にも韓国や米国などに向けて

も事業展開の準備を進めています。このようなことから当社グループは、事業展開を行う国々の状況に

よっては当社グループの業績に大きな変動を与える可能性があります。 

  

(10)為替レートの変動 

１つのゲームソフトが、複数の国や地域で販売されるなど、コンテンツの国際化が進み、当社グルー

プはコンテンツの企画・開発に関する事業を海外に向けて行う姿勢を強めており、海外クライアントか

らの業務受託や海外子会社への業務委託などの外貨建ての取引契約が年々増加しております。このこと

から、当社グループがたとえ計画通りに業務を完了しても、為替レートが大幅に変化した場合には、事

業の成果が大きく変動し、当社グループの業績に大きな影響を与える可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループは、『縁の下の力持ち』をモットーに、ゲーム業界のハード・ソフトメーカーやモバイ

ル・インターネット関連事業者の全てを顧客とし、完璧なサポート体制で共に発展するとともに、トータ

ルなエンターテインメント事業を創造するソフトウェア開発企業を指向しております。 

ゆえに、当社グループが常に新技術を含めたサービスを顧客に提供し、その提供価格を他者に劣らぬよ

うに少額とするには、研究開発活動が不可欠であるとの認識に立ち、日々取り組んでおります。 

  

(1) 研究開発体制 

当社グループの事業部門は、まず当社については、家庭用及び業務用ゲームソフトの企画・開発を行

うゲーム事業部、「ｉモード」などのモバイルコンテンツの企画・開発を行うモバイル事業部、既存事

業の枠を超えた新しい事業に取り組む新規事業部、ソフトウェア全般にまたがる言語、ソフトウェア商

品、基本オペレーションシステムおよび開発ツールならびに次世代ゲーム機の研究を主体に行う研究開

発チームとで構成されており、更に連結子会社では、ゲームソフトを開発（プログラミング工程、デザ

イン工程）する東星軟件(上海)有限公司および東星軟件（杭州）有限公司、カメラで人のジェスチャー

を認識する技術を活用したソフトビジネスを行う株式会社ティーネットの３社があります。こうした中

で、当社グループではゲームソフトを主とするソフトの研究開発活動を実際の開発作業と不可分一体の

ものと捉え、遂行しておりますので、研究開発活動はテーマの内容により研究開発チームと各事業部門

との共同で行っております。 

  

(2) 研究開発の成果 

当社グループの事業に係わる技術が日進月歩高度化する中で、ゲームソフト開発事業につきまして

は、ソニー・コンピュータエンタテインメントのプレイステーション３や任天堂のＷｉｉ（ウィー）向

けのゲームソフト開発業務がスタートし、担当する開発部門であるゲーム事業部内で、より業務面に即

した研究開発活動を実施いたしました。また、ハード・ソフトともに好調なニンテンドーＤＳにつきま

してもＷｉｉ同様、新しい遊びを提案すべく日々探求中であります。 

また、中国の開発子会社である東星軟件（上海）有限公司は、中国市場で人気が高まっているパソコ

ン向けオンラインゲームの研究開発に取り組み、前期に完成したオンラインゲームエンジン

「Tsunami」の性能と機能の充実を図るとともに、同エンジンを使用したアクションオンラインゲーム

の開発を実施いたしました。 

一方、モバイル・インターネット開発事業（モバイルコンテンツの企画・開発）におきましても、端

末の大容量化、大幅な性能アップに対応すべく研究を続け、ベンチマークアプリなどコンテンツ制作に

有効なツールの検証も進め、より効率的にモバイルコンテンツの企画や開発ができるよう努めてまいり

ました。 

なお、当連結会計年度におけるグループ全体での研究開発費の総額は150,615千円であります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

  

(1) 資産、負債及び純資産の概況 

当連結会計年度末における総資産残高は、68億６百万円となり、前連結会計年度末と比較して１億24

百万円減少いたしました。資産の部におきましては、流動資産が１億23百万円減少しており、これは主

に関係会社株式を取得したことによる現金および預金の減少と、当連結会計年度後半に売上計上した大

型ゲームソフト開発が、前受金を多く計上していたことと、それ以外のゲームソフト開発の売上計上が

少なかったことによる売掛金の減少によるものであります。 

負債につきましては、前連結会計年度末と比較して３億48百万円減少しております。これは主に前受

金の減少によるものであります。 

純資産につきましては、前連結会計年度末と比較して２億23百万円増加しており、これは主に利益剰

余金の増加によるものであります。 

  

(2) キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して４億８百万円減少し、

６億64百万円となりました。 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比較して売上債権

が２億58百万円増加いたしましたが、前受金が４億75百万円、仕入債務が１億41百万円減少したことな

どにより、２億74百万円減少し、営業活動で得られた資金は１億４百万円となりました。 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比較して関係会社

株式の取得による支出額１億20百万円がありましたが、定期預金払戻しによる収入が４億10百万円増加

し、開発部門での開発ラインの増加・維持のための有形・無形固定資産の取得による支出が１億12百万

円減少したことなどにより、３億68百万円減少し、投資活動の結果使用した資金は３億50百万円となり

ました。 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当支出１億91百万円が主なもので

あり、前連結会計年度と比較して自己株式の売却による収入が５百万円減少したことなどにより、５百

万円の支出減となり、財務活動の結果使用した資金は１億89百万円となりました。 

  



(3) 経営成績の分析 

   ①売上高 

当連結会計年度の売上高につきましては、56億22百万円（前連結会計年度比14.6%増）となりまし

た。 

売上高を各事業部門別に分析すると、ゲームソフト開発事業では、前期に引き続いて売れ行きが好

調な携帯型ゲーム機向けソフトの開発依頼が数多く寄せられ、ニンテンドーＤＳを18タイトル、ＰＳ

Ｐ(プレイステーション・ポータブル)を10タイトル、ゲームボーイアドバンスを３タイトル完成いた

しました。据置型ゲーム機では、ＰＳ２が７タイトル、Ｗｉｉが２タイトル完成いたしました。全体

的には、既存ソフトを他の機種に移植するタイトルなどが前期に比べ減少いたしましたが、ＰＣ向け

タイトルや業務用ゲームソフトを含め47タイトル完成いたしました。その結果、開発売上は29億19百

万円（前連結会計年度比24.3％増）となりました。また、ロイヤリティの状況としては、市場での家

庭用ゲームソフトの販売が好調なことを受け、特に好調なニンテンドーＤＳ向けタイトルを中心に、

多くのタイトルで計画を上回るロイヤリティが得られたことから、ロイヤリティ売上は４億63百万円

（前連結会計年度比71.3％増）となりました。 

モバイル・インターネット開発事業では、携帯電話の高機能化に伴うコンテンツの大型化が進み、

当事業に関わる開発力を積極的に増強しているものの、開発完了タイトル数は減少する傾向にありま

した。こうした中で、開発完了が次期にずれ込むタイトルや開発が実行されなかったタイトルが発生

したものの、67タイトルを完成し、開発売上は７億16百万円（前連結会計年度比7.2％増）となりま

した。つぎに、運営の状況としては、前述のとおり開発完了が次期にずれ込むタイトルや開発が実行

されなかったタイトルが発生したものの、運営売上は３億27百万円（前連結会計年度比28.3％増）と

なりました。また、ロイヤリティの状況としては、運営サイトのユーザの状況が既存サイトも新規サ

イトも概ね好調に推移したことから、ロイヤリティ売上は７億７百万円（前連結会計年度比10.1％

増）となりました。この結果、当事業の当連結会計年度の売上高は17億51百万円（前連結会計年度比

11.8％増）となりました。 

その他事業では、パチンコ・パチスロ関連の開発完了タイトル数は４タイトルと前期に比べ減少し

たものの、既に開発完了済みのタイトルに関する追加業務を複数実施したことから、パチンコ・パチ

スロ関連の開発業務は概ね予定通りとなりました。しかし、ジェスチャー認識技術に関する事業の見

直しにより、開発売上は４億60百万円（前連結会計年度比26.4％減）となりました。ロイヤリティの

状況としては、パチンコ・パチスロ関連において、当社開発完了タイトルの市場投入が端境期にあた

ったため、ロイヤリティ売上は29百万円（前連結会計年度比63.6％減）となりました。この結果、当

事業の当連結会計年度の売上高は４億89百万円（前連結会計年度比32.1％減）となりました。 

  

   ②営業利益 

当連結会計年度の営業利益につきましては、ゲームソフト開発事業で10億92百万円（前連結会計年

度比33.5％増）、モバイル・インターネット開発事業で５億77百万円（前連結会計年度比3.5％増）

となりました。しかし、その他事業においては、ジェスチャー認識技術に関する事業の見直しにより

営業利益１億21百万円（前連結会計年度比57.2％減）となりました。その結果、全体としては営業利

益８億９百万円（前連結会計年度比14.9％増）となりました。 

  



   ③当期純利益 

当連結会計年度の当期純利益につきましては、ジェスチャー認識技術に関する事業の整理損失、投

資有価証券評価損の計上などで、特別損失を1億98百万円(前連結会計年度比69.0％増)計上し、全体

としては前連結会計年度と比べて36百万円、10.2％の増加となりました。 

  

(4) 次期の見通し 

今後の国内ゲーム市場は、多くのユーザに支持を得ているニンテンドーＤＳやＰＳＰなどの携帯型ゲ

ーム機がリードしていくと考えられますが、高い機能性を持つＷｉｉ、ＰＳ３、Ｘｂｏｘ３６０などの

据置型ゲーム機も次第にユーザが増加すると予想されます。当社グループは、引き続き人気の携帯型ゲ

ーム機を中心に積極的なソフト開発に取り組みますが、据置型ゲーム機において高度なソフト開発が継

続できるよう、収益確保と技術力強化のバランスを考えながら事業を推進する考えであります。 

また、海外市場につきましては、有力な欧米ゲームソフトメーカーとの取引関係をさらに強化する一

方で、市場環境がめまぐるしく変化するアジア市場につきましては慎重に開発業務の受託を行う考えで

あります。特に、中国の開発子会社につきましては、東星軟件（杭州）有限公司では当社を主とする日

本市場から受託する業務の占有率を高め、現在積極的にオンラインゲーム開発に取り組んでいる東星軟

件（上海）有限公司では、オンラインゲーム以外の開発業務を、日本、欧米、中国の市場動向を踏ま

え、個々の業務の収益性を見ながら取り組む考えであります。 

一方で、モバイル・インターネット開発事業につきましては、コンテンツの大型化に対応するには当

社グループの同事業に関わる開発力をどの様に個々のコンテンツ開発に配分するか、その判断がより重

要になります。より良いコンテンツを開発することは勿論のこと、その前工程にあたる企画力につきま

してもより一層高めていく考えであります。 

  

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年11月29日）現在において

当社グループが判断したものであります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資の内訳は次のとおりでありま

す。これらの資金はいずれも自己資金により賄っております。また、当連結会計年度において重要な設備

の除却、売却等はありません。 

 
（注）設備投資額には、無形固定資産、長期前払費用への投資も含めております。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年８月31日現在 

 
(注) １ 従業員数の( )は、臨時従業員数を外書しております。 

２ ※１：本社開発センターについては、土地・建物を賃借しており、年間賃借料は41,400千円であります。 

３ ※２：大宮開発センターについては、建物を賃借しており、年間賃借料は36,757千円であります。 

４ ※３：四条開発センターについては、建物を賃借しており、年間賃借料は20,325千円であります。 

５ ※４：東京オフィスについては、建物を賃借しており、年間賃借料は40,232千円であります。 

６ ※５：名古屋開発室については、建物を賃借しており、年間賃借料は9,775千円であります。 

７ ※６：札幌開発室については、建物を賃借しており、年間賃借料は2,964千円であります。 

８ 帳簿価額のうち「その他」は車両運搬具、船舶、無形固定資産及び長期前払費用の合計です。 

９ 賃貸設備は貸借対照表上投資不動産として表示しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 設備投資額(千円) 設備内容

ゲームソフト開発事業 44,004 開発用機器、サーバー等

モバイル・インターネット開発事業 4,439 開発用機器、サーバー等

その他事業 1,573 販売促進用設備等

全社 40,992 提出会社の本社ビル等

合計 91,009 ―

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数 
(名)建物及び

構築物
工具器具
備品

土地
(面積㎡)

その他 合計

京都本社 
(京都市下京区)

ゲームソフト開発事業、
モバイル・インターネッ
ト開発事業、その他事
業、全社管理業務

開発業務設備、
管理業務設備

260,502 40,590
383,062
(595.88)

43,301 727,456 91(75)

本社開発センター ※１ 
(京都府乙訓郡大山崎町)

ゲームソフト開発事業 開発業務設備 79,647 10,941
78,121
(306.49)

12,907 181,616 106(42)

大宮開発センター ※２ 
(京都市下京区)

ゲームソフト開発事業 開発業務設備 24,816 8,257 ― 9,768 42,841 107(58)

四条開発センター ※３ 
(京都市下京区)

ゲームソフト開発事業 開発業務設備 3,676 1,855 ─ 1,754 7,285 57(24)

東京オフィス   ※４ 
(東京都渋谷区)

モバイル・インターネッ
ト開発事業、その他事業

開発業務設備 ─ 2,940 ― 132 3,072 50(16)

名古屋開発室   ※５ 
(名古屋市中村区)

ゲームソフト開発事業 開発業務設備 1,328 2,459 ─ 4,012 7,800 11(18)

札幌開発室    ※６ 
(札幌市中央区)

モバイル・インターネッ
ト開発事業

開発業務設備 306 1,381 ─ 81 1,769 3( 4)

長岡京トーセビル 
(京都府長岡京市)

全社資産 賃貸設備 198,665 449
188,547

(1,936.87)
33 387,695 ─(─)



(2) 国内子会社 

平成19年８月31日現在 

 
(注) １ ㈱ティーネットは、平成19年７月20日付、京都地方裁判所より特別清算開始決定を受け清算手続きを進めて

おります。 

２ 従業員数の( )は、臨時従業員数を外書しております。 

３ ※１：㈱ティーネットについては、建物を賃借しており、年間賃借料は11,024千円であります。 

４ ※２：㈱トーセ沖縄については、建物を賃借しており、年間賃借料は7,392千円であります。 

５ 帳簿価額のうち「その他」は、無形固定資産及び長期前払費用の合計です。 

  

(3) 海外子会社 

平成19年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数の( )は、臨時従業員数を外書しております。 

２ ※１：東星軟件（上海）有限公司については建物を賃借しており、年間賃借料は24,678千円であります。 

３ ※２：東星軟件（杭州）有限公司については建物を賃借しており、年間賃借料は9,227千円であります。 

４ 帳簿価額のうち「その他」は、無形固定資産及び長期前払費用の合計です。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度末現在において、新たに確定した重要な設備の新設及び除却等はありません。 

会社名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数 
(名)建物及び

構築物
工具器具
備品

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱ティーネット ※１ 
(東京都渋谷区)

モバイル・インターネッ
ト開発事業、その他事業

開発業務設備 4,100 15,467 ― 894 20,462 ─(─)

㈱トーセ沖縄   ※２ 
(沖縄県那覇市)

ゲームソフト開発事業 開発業務設備 1,175 2,387 ― 5,321 8,883 19(─)

会社名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数 
(名)建物及び

構築物
工具器具
備品

土地
(面積㎡)

その他 合計

東星軟件(上海)有限公司 
(中国上海市)※１

ゲームソフト開発事業、
モバイル・インターネッ
ト開発事業

開発業務設備 ─ 17,448 ― 10,526 27,975 100(16)

東星軟件(杭州)有限公司 
(中国杭州市)※２

ゲームソフト開発事業、
モバイル・インターネッ
ト開発事業

開発業務設備 ─ 28,081 ― 10,607 38,689 109(14)



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成19年11月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使(旧転換社

債等の権利行使を含む。)により発行された株式数は、含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 31,000,000

計 31,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年８月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年11月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,763,040 7,763,040

東京証券取引所
 （市場第１部） 
大阪証券取引所 
 （市場第１部）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 7,763,040 7,763,040 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストックオプションの内容等は下記

のとおりであります。 

株主総会の決議日(平成14年11月28日) 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するも

のとする。ただし、かかる調整は、新株予約権の目的となる株式のうち、当該時点で行使されていない株式

の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

        調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権の目的となる株式が継承される場合、また

は当社が新設分割もしくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うことができるもの

とする。 

３ 当社が時価を下回る価額で新株を発行（平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新

株予約権の行使の場合を含まない。）または、自己株式を処分するときは、次の算式により払込価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
なお、上記株式数において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権の目的となる株式が継承される場合、また

は当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行うことができるも

のとする。 

事業年度末現在
(平成19年８月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年10月31日)

新株予約権の数 290個 (注)１ 288個 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 29,000株 (注)２ 28,800株 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額 977円 (注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成16年12月１日～
平成20年11月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 977円
資本組入額 977円

発行価格 977円
資本組入額 977円

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡について
は、取締役会の承認を要するも
のとする。ただし、新株予約権
の目的となる株式はストックオ
プションを目的として発行され
るものであること、ならびに新
株予約権の行使時に非課税措置
の適用を受け得ることを要する
ことに鑑み、新株予約権割当契
約書において、譲渡ができない
ことを規定するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調 整 後 
払込価額

＝
調 整 前 
払込価額

×
既発行株式数＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数



４ 権利行使についての条件は次のとおりであります。 

(1)新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時点においても、当

社の取締役、従業員及び当社連結子会社の取締役、従業員の地位であることを要するものとする。 

(2)新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないものとする。 

(3)新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。 

(4)新株予約権者は、新株予約権の目的となる株式数の内、その全部又は一部につき新株予約権を行使する

ことができる。ただし、当社の定款が規定する一単元の株式数未満の株式数に関しては権利を行使する

ことができない。 

(5)行使に係る権利行使価額の年間（1月1日から12月31日まで）の合計額が1,200万円を超過することになる

行使はできない。 

(6)その他の条件については、平成14年11月28日開催の定時株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決

議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約の定めるところによるものとす

る。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 株式分割(１：1.2) 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年８月31日現在 

 
(注) １ 自己株式102,309株は、「個人その他」に1,023単元及び「単元未満株式の状況」に9株を含めております。 

２ 「その他の法人」に、証券保管振替機構名義の株式が42単元含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成13年４月20日 
(注)

1,293,840 7,763,040 ― 967,000 ― 1,313,184

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

─ 37 35 45 32 1 4,675 4,825 ―

所有株式数 
(単元)

─ 14,192 1,843 1,345 2,940 6 56,239 76,565 106,540

所有株式数 
の割合(％)

─ 18.53 2.41 1.76 3.84 0.01 73.45 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年８月31日現在 

 
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
  

２ ドイツ銀行ロンドン支店及びその共同保有者であるドイチェ・アセット・マネジメント株式会社から平成19

年２月７日付で提出された大量保有報告書により、平成19年１月31日現在で以下の株式を所有している旨の

報告を受けておりますが、当社としては当事業年度末時点における所有株式数の確認ができませんので、上

記大株主の状況には含めておりません。なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

齋 藤   茂 京都府乙訓郡大山崎町 1,404 18.08

齋 藤 真 也 京都府長岡京市下海印寺 567 7.30

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番11号 516 6.64

齋 藤   豊 京都府乙訓郡大山崎町 302 3.90

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11番３号 236 3.04

齋 藤 一 枝 京都府乙訓郡大山崎町 221 2.85

資産管理サービス信託銀行株式
会社

東京都中央区晴海１丁目８番12号 190 2.45

株式会社京都銀行
京都市下京区烏丸通松原上る
薬師前町700番地

151 1.94

齋 藤 千恵子 京都府乙訓郡大山崎町 120 1.54

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 115 1.48

計 ― 3,824 49.26

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 516千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 236千株

資産管理サービス信託銀行株式会社 190千株

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ドイツ銀行 ロンドン支店
Winchester House, 1 Great
Winchester Street, London 
EC2N2DB, England,UK120.06

8 0.11

ドイチェ・アセット・マネジメン
ト株式会社

東京都千代田区永田町２丁目
１１－１

588 7.58

計 ― 597 7.70



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年８月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,200株(議決権42個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式９株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年８月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―

議決権制限株式(その他) ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 102,300
―

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他)  
普通株式 7,554,200 75,542 同上

単元未満株式  
普通株式 106,540 ― 同上

発行済株式総数 7,763,040 ―

総株主の議決権 ― 75,542

所有者の氏名 
又は名称等

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社トーセ

京都府乙訓郡大山崎町下植
野二階下13

102,300 ― 102,300 1.31

計 ― 102,300 ― 102,300 1.31



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、第３回が定時株主総

会において決議されております。 

  

（平成14年11月28日定時株主総会決議） 

平成14年11月28日開催の定時株主総会終結時に在任する当社の取締役(代表取締役社長と同族関係を

有しない者)と在職する当社及び連結子会社の従業員のうち当社取締役会が認めた者に対して付与する

ことを同日の定時株主総会において決議されました。 

  

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するも

のとする。但し、かかる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的と

なる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとす

る。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うことができるものとする。 

２ 株式分割等当社が定める一定の事由により当社の株式数に変更が生じる場合又は生じる可能性がある場合

は、次の算式により新株予約権の行使に際して払込みをなすべき１株当たりの金額(以下、「払込価額」と

いう。)を調整し、調整に生じる１円未満の端数は切り上げ、１株未満の端数は切り捨てるものとする。 
  

   
３ 権利行使についての条件は次のとおりであります。 

 ① 新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は、権利行使時点においても、当社の

取締役、従業員及び当社連結子会社の取締役、従業員の地位であることを要するものとする。 

 ② 新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないものとする。 

 ③ 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。 

 ④ その他の条件については、平成14年11月28日開催の定時株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約の定めるところによるものとする。

決議年月日 平成14年11月28日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役４名
当社正社員88名 
連結子会社正社員10名

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

株式の数 77,000株 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額 977円 （注）２

新株予約権の行使期間 平成16年12月１日～平成20年11月30日

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

調整後 

譲渡価額
＝

調整前 

譲渡価額
×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

 
会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

 
(注) 当期間における取得自己株式数には、平成19年11月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年11月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式数は含めておりません。 

【株式の種類等】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 720 1,181

当期間における取得自己株式 60 87

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他（－） ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 102,309 ─ 102,169 ─



３ 【配当政策】 

当社は、企業体質の強化と新たなビジネス分野への積極的な事業展開に備えるために内部留保資金の充

実を図りつつ、株主の皆様に対し安定的な配当を維持継続していく方針です。また、事業展開の節目、あ

るいは業績を鑑みながら記念配当、株式分割などを実施し、株主の皆様への利益還元を行ってまいりま

す。 

このような方針に基づき、当期の利益配当金につきましては、１株につき25円(うち中間配当金12.5円)

といたしました。内部留保金につきましては、事業領域拡大等のために活用していく予定であります。 

なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、

剰余金の配当は中間配当および期末配当の年２回を基本としておりますが、配当の決定機関は、中間配当

は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当金 
（円）

平成19年4月13日 
取締役会

95,744 12.50

平成19年11月29日 
定時株主総会

95,759 12.50

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年８月 平成19年８月

最高(円) 1,250 2,110 2,000 1,815 2,070

最低(円) 720 890 1,370 1,311 1,166

月別 平成19年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 1,835 1,659 1,559 1,569 1,745 1,700

最低(円) 1,637 1,388 1,391 1,395 1,505 1,403



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長 齋 藤   豊 昭和３年８月３日

昭和27年７月 精工電機創業

(注）４ 302

昭和34年８月 株式会社精工電機製作所 

(現株式会社東亜セイコー)設立 

代表取締役社長就任

平成６年10月 当社取締役就任

平成８年11月 当社取締役会長就任(現)

平成12年９月 株式会社東亜セイコー代表取締役

会長就任

平成15年９月 株式会社東亜セイコー取締役会長

就任(現)

取締役社長 
代表取締役

ＣＥＯ 齋 藤   茂 昭和32年１月26日

昭和54年４月 株式会社東亜セイコー入社

(注）４ 1,404

昭和54年11月 当社入社 開発本部長就任

昭和60年10月 当社取締役就任

昭和62年２月 当社代表取締役社長就任

平成５年11月 東星軟件(上海)有限公司 

代表取締役社長就任(現)

平成13年３月 東星軟件(杭州)有限公司 

代表取締役社長就任(現)

平成13年４月 株式会社ティーネット代表取締役

社長就任

平成16年９月 当社代表取締役社長兼CEO就任

(現)

平成18年８月

月
株式会社ティーネット取締役会長

就任

平成18年12月 株式会社トーセ沖縄取締役会長就

任(現)

取締役
常務執行役員 
新規事業部長

近 藤   愼 昭和38年５月29日

昭和58年７月 当社入社

(注) ４ 48

昭和63年４月 当社ソフト企画室室長就任

平成３年４月 当社社長室室長就任

平成８年９月 当社営業企画本部長就任

平成８年11月 当社取締役営業企画本部長就任

平成９年６月 当社取締役開発本部長就任

平成11年12月 当社常務取締役開発本部長就任

平成16年９月 当社取締役兼常務執行役員事業本

部長就任

平成18年８月 株式会社ティーネット代表取締役

社長就任

平成18年９月

月
当社取締役兼常務執行役員新規事

業部長就任(現)

平成18年６月 株式会社ティーネット代表清算人

(現)

取締役
常務執行役員 

ゲーム事業部長
早 川 郁 久 昭和38年５月17日

昭和62年４月 当社入社

(注) ４ 10

平成５年12月 当社企画課長就任

平成８年４月 当社本社開発室長就任

平成９年６月 当社開発１部長就任

平成10年11月 当社取締役開発１部長就任

平成15年４月 当社取締役開発１部長兼海外事業

推進室長就任

平成16年９月 当社取締役兼執行役員ゲーム事業

部長兼開発２部長兼海外営業推進

室長就任

平成18年９月 当社取締役兼常務執行役員ゲーム

事業部長就任(現)

平成18年12月 株式会社トーセ沖縄代表取締役社

長就任(現)



 
(注) １ 代表取締役社長齋藤茂は、取締役会長齋藤豊の長男であります。また取締役齋藤真也は二男であります。 

２ 取締役舟橋良博は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３ 上記監査役のうち八幡朋納及び茂原宏敏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

４ 取締役の任期は、平成18年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年８月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

５ 監査役の任期は、平成16年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年８月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役
執行役員 

知的財産管理室長
齋 藤 真 也 昭和41年８月25日

平成３年４月 株式会社東亜セイコー入社 

取締役就任

(注) ４ 567

平成４年４月 当社入社

平成５年10月 当社取締役就任

平成12年９月 株式会社東亜セイコー専務取締役

就任

平成15年９月 株式会社東亜セイコー代表取締役

社長就任(現)

平成16年９月 当社取締役兼執行役員知的財産管

理室長就任(現)

取締役 舟 橋 良 博 昭和25年９月26日

昭和56年８月 和田政純法律事務所入所

(注) ４ ─

昭和61年４月 同事務所退所

昭和61年７月 京都太陽合同事務所入所

同事務所所長就任（現）

平成16年11月 当社取締役就任（現）

常勤監査役 坂 口 次 郎 昭和10年６月19日

昭和31年２月 松下電器産業株式会社 入社

(注) ５ 15

平成５年４月 松下電子部品株式会社取締役就任 

コイル事業、電源事業担当

平成７年７月 当社入社

平成８年11月 当社取締役経営企画室長就任

平成９年６月 当社取締役管理部長就任

平成14年４月 当社取締役海外事業本部長就任

平成16年９月 当社取締役兼執行役員管理本部長

就任

平成16年11月 当社常勤監査役就任（現）

監査役 八 幡 朋 納 昭和14年12月26日

昭和33年５月 西京都信用金庫入社

(注) ５ 30

昭和44年４月 株式会社東亜セイコー入社

平成６年10月 同社取締役就任

平成９年11月 当社常勤監査役就任

平成12年11月 当社監査役就任(現)

監査役 茂 原 宏 敏 昭和11年３月25日

昭和33年４月 松下電器産業株式会社入社

(注) ５ 4

昭和62年６月 松下電子部品株式会社取締役就任

平成元年６月 松下電子部品株式会社代表常務取

締役就任

平成４年６月 松下電子部品株式会社代表専務取

締役就任

平成８年５月 経営コンサルタント 茂原事務所

設立

平成14年11月 当社監査役就任(現)

計 2,380



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、株主をはじめ顧客、取引先、従業員、地域社会など全ての利害関係者（ステークスホルダ

ー）の総合的な利益を考慮しつつ、長期にわたって企業価値を高める経営に、全社をあげて取り組まな

ければならないと考えております。そのために今後も、経営の透明性と健全性の確保を図るとともに、

経営の監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を目指してまいります。 

  

(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

当社の取り組む事業分野では、関連技術の進歩やエンドユーザーの要求の変化など経営環境が目ま

ぐるしく変化し、当社は経営の意思決定から業務執行における意思決定までを迅速に対応する必要が

あります。また、経営課題と技術的な実現可能性の判断は密接な関わりを持ちます。このため当社は

これまで各開発部門長を兼ねる取締役が複数おり、取締役会での合議により主要な意思決定を行って

おりました。しかし、海外市場に向けてのソフト開発事業をはじめとして事業領域が広がり、経営の

意思決定も業務執行もこれまで以上に複雑化しており、将来に渡り、迅速な意思決定が阻害されるこ

との無い様に、第26期（平成16年９月１日付け）より執行役員制を導入いたしました。今後、徐々に

経営監督と業務執行の分離を進めてまいる所存です。 

また当社は、業務の上でソフトやコンテンツなど数多くの知的財産権を取り扱うことから、監査役

会や内部監査室とは別に知的財産管理室を設け、当社関係者の第三者に対する権利侵害などの不正を

防止するとともに、当社の知的財産に関する管理・監督を行っております。 

当社の取締役会は、毎月１回の定期的な開催に加え、状況に合わせ柔軟に臨時開催を行うことで、

重要事項の審議を行う戦略会議、部長会議からの報告や監査役の意見を十分に活かせるようにし、ス

ピーディーで堅実な経営が行える体制を創り出しております。当社は、変化する経営環境に合わせな

がら、コーポレート・ガバナンス体制の一層の充実強化を図りたいと考えております。 

  

②当社と当社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概

要 

当社は社外取締役１名と社外監査役２名を選任しておりますが、社外取締役や社外監査役のいずれ

とも当社との間で人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係はありません。 

  

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

当社は、業務執行を担当する取締役をはじめ社内の主要部門の責任者で構成される戦略会議を月１

回の頻度で開催し、経営方針の徹底や重要な決定事項の伝達、業務の進捗状況や利益計画の進捗状況

の確認が行われております。また、その結果は、社内の全部門長で構成される部長会議で情報を共有

された後に、全社員に徹底されております。 

  



④役員報酬に関する内容 

取締役の年間報酬総額    200,949千円 

監査役の年間報酬総額      8,750千円 

役員報酬合計        209,699千円 

   (注) １ 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

   ２ 取締役の報酬限度額は、平成18年11月29日開催の第27期定時株主総会において月額17,500千円以内

（ただし、使用人分給与は含まれない。）と決議しております。 

   ３ 監査役の報酬限度額は、平成９年11月26日開催の第18期定時株主総会において月額1,400千円以内と

決議しております。 

   ４ 支給額には、当事業年度に係る役員賞与引当金の繰入額21,730千円及び役員退職慰労引当金の繰入額

12,224千円を含んでおります。 

  

⑤監査報酬の内容 

当社が監査法人トーマツと締結した監査契約に基づく公認会計士法第２条第１項に規定する業務に

基づく報酬額は18,000千円であります。 

また、当社は、監査法人トーマツに対して上記以外の業務である国際業務に係るアドバイザリー業

務を委託し、その報酬額は1,200千円であります。 

  

⑥会計監査の状況 

会計監査は、会計監査人として選任している監査法人トーマツから、一般に公正妥当と認められる

基準に基づく適正な監査を受けております。 

ａ 業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員 中村 基夫 

指定社員 業務執行社員 西村  猛 

ｂ 監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士  ４名 

  会計士補等  ４名 

  

⑦内部監査及び監査役監査の状況 

当社の内部監査人及び監査役監査の組織は、内部監査室長１名、常勤監査役１名、監査役２名で構

成しており、監査法人トーマツと定期的又は必要の都度、情報の交換を行うことにより、相互に連携

を図っております。 

  

⑧取締役の定数 

当社は、取締役を10名以内とする旨を定款で定めております。 

  

⑨取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任の決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。 

  



⑩自己株式取得の決定機関 

当社は、資本効率の向上と経営環境に応じた機動的な資本政策の遂行のため、会社法第165条第２

項に基づき、取締役会決議による自己株式の取得を可能とする旨を定款で定めております。 

  

⑪株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要

件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年９月１日から平成18年８月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年９月１日から平成19年８月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年９月１日から平成18年８月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年９月１日から平成19年８月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前連結会計年度(平成17年９月１日から平成18年８月31日まで)及び前事業年度(平成17年９月

１日から平成18年８月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年９月１日から平成19年８月31日まで)及

び当事業年度(平成18年９月１日から平成19年８月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、旧証

券取引法第193条の２の規定に基づいて、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度

(平成18年８月31日)
当連結会計年度 

(平成19年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,722,903 1,474,573

 ２ 売掛金 539,566 356,169

 ３ 有価証券 22,035 22,839

 ４ たな卸資産 1,429,665 1,581,093

 ５ 繰延税金資産 40,188 147,078

 ６ その他 108,673 157,325

   流動資産合計 3,863,033 55.7 3,739,080 54.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 742,670 747,685

    減価償却累計額 △343,651 399,019 △372,131 375,553

  (2) 工具器具及び備品 492,881 464,999

    減価償却累計額 △345,846 147,034 △333,191 131,808

  (3) 土地 461,183 461,183

  (4) その他 91,659 106,614

    減価償却累計額 △71,407 20,252 △78,311 28,303

   有形固定資産合計 1,027,489 14.9 996,849 14.7

 ２ 無形固定資産

    ソフトウェア等 71,652 60,800

   無形固定資産合計 71,652 1.0 60,800 0.9

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 1,098,239 1,051,508

  (2) 繰延税金資産 110,839 108,657

  (3) 投資不動産 410,175 410,175

    減価償却累計額 △17,194 392,980 △22,479 387,695

  (4) その他 433,464 528,605

  (5) 貸倒引当金 △65,958 △66,220

   投資その他の資産合計 1,969,565 28.4 2,010,246 29.5

   固定資産合計 3,068,706 44.3 3,067,897 45.1

   資産合計 6,931,740 100.0 6,806,977 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年８月31日)

当連結会計年度 
(平成19年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 124,283 72,521

 ２ 未払法人税等 243,210 192,406

 ３ 前受金 778,039 465,895

 ４ 賞与引当金 11,420 16,187

 ５ 役員賞与引当金 54,400 21,730

 ６ 関係会社整理損失引当金 ─ 20,462

 ７ その他 251,668 315,408

   流動負債合計 1,463,022 21.1 1,104,611 16.2

Ⅱ 固定負債

 １ 役員退職慰労引当金 173,690 185,914

 ２ その他 44,846 42,609

   固定負債合計 218,536 3.2 228,523 3.4

   負債合計 1,681,558 24.3 1,333,135 19.6

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 967,000 13.9 967,000 14.2

 ２ 資本剰余金 1,313,184 18.9 1,313,184 19.3

 ３ 利益剰余金 3,117,567 45.0 3,316,195 48.7

 ４ 自己株式 △180,457 △2.6 △175,796 △2.6

   株主資本合計 5,217,294 75.2 5,420,584 79.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

20,144 0.3 2,333 0.0

 ２ 為替換算調整勘定 12,742 0.2 50,924 0.8

   評価・換算差額等合計 32,887 0.5 53,257 0.8

   純資産合計 5,250,181 75.7 5,473,842 80.4

   負債純資産合計 6,931,740 100.0 6,806,977 100.0



② 【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成17年９月１日 
 至 平成18年８月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年９月１日 
 至 平成19年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 4,905,438 100.0 5,622,784 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 当期製品開発原価 ※１ 3,231,075 65.9 3,809,429 67.7

   売上総利益 1,674,363 34.1 1,813,355 32.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 35,389 31,292

 ２ 役員報酬 93,420 122,145

 ３ 給料手当 181,912 144,601

 ４ 賞与 41,784 32,606

 ５ 賞与引当金繰入額 5,938 564

 ６ 役員賞与引当金繰入額 54,400 21,730

 ７ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

11,975 12,224

 ８ 退職給付費用 △370 593

 ９ 法定福利費 45,284 43,645

 10 福利厚生費 38,471 37,621

 11 採用費 14,693 13,248

 12 交際費 26,336 29,984

 13 旅費交通費 44,070 26,289

 14 修繕費 5,057 7,240

 15 租税公課 46,417 58,116

 16 減価償却費 55,198 50,161

 17 通信費 10,093 11,512

 18 支払保険料 3,687 2,385

 19 支払手数料 102,671 93,196

 20 消耗品費 29,069 31,283

 21 地代家賃 40,046 29,305

 22 貸倒引当金繰入額 303 ―

 23 研究開発費 ※１ 27,662 148,056

 24 雑費 55,756 969,271 19.7 55,596 1,003,399 17.9

   営業利益 705,091 14.4 809,955 14.4



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日 
 至 平成18年８月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年９月１日 
 至 平成19年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 8,684 11,128

 ２ 受取配当金 38,413 46,117

 ３ 有価証券売却益 29,253 31,933

 ４ 不動産賃貸収入 63,908 57,277

 ５ 持分法による投資利益 2,290 2,139

 ６ 雑収入 8,296 150,847 3.1 6,018 154,614 2.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 42 ―

 ２ 為替差損 1,341 9,718

 ３ 不動産賃貸費用 32,924 30,651

 ４ 雑損失 209 34,518 0.7 1,460 41,830 0.7

   経常利益 821,420 16.8 922,740 16.4

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 48,959 48,959 1.0 416 416 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ ― 536

 ２ 固定資産除却損 ※４ 1,102 4,404

 ３ 投資有価証券評価損 ― 26,417

 ４ 関連事業投資損失 ※５ 116,546 146,977

 ５ 関係会社整理損失引当金 
      繰入額

― 117,649 2.4 20,462 198,798 3.5

   税金等調整前当期純利益 752,731 15.4 724,358 12.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

443,770 424,762

   法人税等調整額 △47,061 396,708 8.1 △93,024 331,738 5.9

   少数株主損失 223 0.0 ― ―

   当期純利益 356,246 7.3 392,619 7.0



③ 【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

  

 
  

 
（注）平成17年11月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年８月31日残高(千円) 967,000 1,313,184 3,011,358 △194,717 5,096,825

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当     （注） △191,285 △191,285

 利益処分による役員賞与（注） △52,000 △52,000

 当期純利益 356,246 356,246

 自己株式の取得 △1,382 △1,382

 自己株式の処分 △6,752 15,642 8,890

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

─ ─ 106,208 14,260 120,469

平成18年８月31日残高(千円) 967,000 1,313,184 3,117,567 △180,457 5,217,294

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成17年８月31日残高(千円) 15,992 6,573 22,565 223 5,119,615

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当     （注） △191,285

 利益処分による役員賞与（注） △52,000

 当期純利益 356,246

 自己株式の取得 △1,382

 自己株式の処分 8,890

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

4,152 6,169 10,321 △223 10,097

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

4,152 6,169 10,321 △223 130,566

平成18年８月31日残高(千円) 20,144 12,742 32,887 ― 5,250,181



当連結会計年度(自 平成18年９月１日 至 平成19年８月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年８月31日残高(千円) 967,000 1,313,184 3,117,567 △180,457 5,217,294

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △191,470 △191,470

 当期純利益 392,619 392,619

 自己株式の取得 △1,181 △1,181

 自己株式の処分 △2,521 5,842 3,321

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

─ ─ 198,628 4,661 203,289

平成19年８月31日残高(千円) 967,000 1,313,184 3,316,195 △175,796 5,420,584

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年８月31日残高(千円) 20,144 12,742 32,887 5,250,181

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △191,470

 当期純利益 392,619

 自己株式の取得 △1,181

 自己株式の処分 3,321

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△17,811 38,181 20,370 20,370

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△17,811 38,181 20,370 223,660

平成19年８月31日残高(千円) 2,333 50,924 53,257 5,473,842



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日 
 至 平成18年８月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年９月１日 
 至 平成19年８月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 752,731 724,358

 ２ 減価償却費 122,793 132,703

 ３ 役員退職慰労引当金の増加額 11,975 12,224

 ４ 退職給付引当金の減少額 △49,692 △44,759

 ５ 賞与引当金の増加額 2,585 4,767

 ６ 貸倒引当金の増加額 58,958 261

 ７ 関係会社整理損失引当金の増加額 ─ 20,462

 ８ 受取利息及び受取配当金 △47,098 △57,246

 ９ 為替差損益 △1,341 9,718

 10 有価証券売却益 △29,253 △31,933

 11 固定資産売却益 △48,959 △416

 12  投資有価証券評価損 ─ 26,417

 13  関係会社株式評価損 57,891 ―

 14  関連事業投資損失 ― 146,977

 15 持分法による投資損益 △2,290 △2,139

 16 売上債権の増減額 △75,025 183,396

 17 たな卸資産の増加額 △225,402 △151,427

 18 前受金の増減額 162,925 △312,144

 19 仕入債務の増減額 89,627 △51,762

 20 役員賞与の支払額 △52,000 ―

 21 その他 102,351 △67,428

    小計 830,774 542,028

 22 利息及び配当金の受取額 47,102 56,799

 23 法人税等の支払額 △498,206 △493,918

   営業活動によるキャッシュ・フロー 379,670 104,909

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金預入による支出 △621,000 △570,000

 ２ 定期預金払戻しによる収入 ― 410,000

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △159,313 △54,413

 ４ 有形固定資産の売却による収入 130,333 5,427

 ５ 無形固定資産の取得による支出 △34,501 △26,447

 ６ 投資有価証券の取得による支出 △337,113 △251,466

 ７ 投資有価証券の売却等による収入 295,049 337,485

 ８ 貸付金の増減額 36,741 △54,212

 ９ 関係会社株式の取得による支出 ― △120,000

 10 投資不動産の取得による支出 △100 ―

 11 その他 △29,083 △27,316

   投資活動によるキャッシュ・フロー △718,986 △350,942

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 自己株式の取得による支出 △1,382 △1,181
 ２ 自己株式処分（ストックオプ
   ション権利行使）による収入

8,890 3,321

 ３ 配当金の支払額 △191,285 △191,470

   財務活動によるキャッシュ・フロー △183,777 △189,330

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 13,791 27,032

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △509,301 △408,330

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,582,205 1,072,903

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,072,903 664,573



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 ３社 

   連結子会社の名称は下記のとおりであります。 

   東星軟件(上海)有限公司 

   株式会社ティーネット 

   東星軟件(杭州)有限公司

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 ４社 

   連結子会社の名称は下記のとおりであります。 

   東星軟件(上海)有限公司 

   株式会社ティーネット 

   東星軟件(杭州)有限公司 

   株式会社トーセ沖縄

株式会社トーセ沖縄は、平成18年12月26日に新

たに設立したため、連結の範囲に含めておりま

す。

また、株式会社ティーネットは、平成19年７月

20日付、京都地方裁判所より特別清算開始決定を

受け清算手続きを進めております。

 (2) 主要な非連結子会社の名称等

    TOSE SOFTWARE USA, INC.

   （連結の範囲から除いた理由）

   非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。

 (2) 主要な非連結子会社の名称等

    TOSE SOFTWARE USA, INC.

   （連結の範囲から除いた理由）

同左

２ 持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用した非連結子会社及び

関連会社の数 ３社

主要な会社等の名称

TOSE SOFTWARE USA, INC.

２ 持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用した非連結子会社及び

関連会社の数 ３社

主要な会社等の名称

TOSE SOFTWARE USA, INC.

  (2)持分法を適用しない非連結子会社のうち

   主要な会社等の名称

   株式会社シング

  （持分法を適用しない理由）

   持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響は軽微であり、かつ全体として重

要性がないため、持分法の適用から除外しており

ます。

  (2)持分法を適用しない非連結子会社のうち

   主要な会社等の名称

   株式会社シング

  （持分法を適用しない理由）

同左

  (3)決算日が連結決算日と異なる持分法適用会社に

ついては、当該会社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。

  (3)決算日が連結決算日と異なる持分法適用会社に

ついては、当該会社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会

社は、東星軟件(上海)有限公司及び東星軟件(杭州)

有限公司の２社で12月31日でありますが、連結財務

諸表作成にあたっては、６月30日時点で、本決算に

準じた仮決算を行っております。

  なお、いずれにおいても平成18年７月１日から連結

決算日平成18年８月31日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要な調整を行っており

ます。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会

社は、東星軟件(上海)有限公司及び東星軟件(杭州)

有限公司の２社で12月31日でありますが、連結財務

諸表作成にあたっては、６月30日時点で、本決算に

準じた仮決算を行っております。

  なお、いずれにおいても平成19年７月１日から連結

決算日平成19年８月31日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要な調整を行っており

ます。



前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

      決算日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定)

     時価のないもの

      移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの

同左

    時価のないもの

同左

  ② たな卸資産 

    仕掛品……個別法による原価法 

    商 品……総平均法による原価法

  ② たな卸資産

同左

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産

    定率法によっております。

    ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)については、定額法によ

っております。なお、主な耐用年数は、以下の

通りであります。

建物及び構築物 10年～41年

工具器具及び備品 ３年～20年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産

   法人税法に規定する方法と同一の基準に 

 よっております。 

 建物（建物付属設備は除く） 

 イ 平成10年３月31日以前に取得したもの 

   旧定率法 

 ロ 平成10年４月１日から平成19年３月31日まで 

   に取得したもの 

   旧定額法 

 ハ 平成19年４月１日以降に取得したもの 

   定額法 

 建物以外 

 イ 平成19年３月31日以前に取得したもの 

   旧定率法 

 ロ 平成19年４月１日以降に取得したもの 

      定率法 

 

 主な耐用年数

建物及び構築物 10年～41年

工具器具及び備品 ３年～20年

  ② 無形固定資産

    自社利用ソフトウェアについては、社内におけ

る見込利用可能期間(５年)を償却期間とする定

額法を採用しております。

  ② 無形固定資産

同左

  ③ 投資不動産

    建物については定額法、その他については定率

法によっております。

 主な耐用年数は、42年であります。

  ③ 投資不動産

   法人税法に規定する方法と同一の基準に 

 よっております。 

 建物（建物付属設備は除く） 

 イ 平成10年４月１日から平成19年３月31日まで 

    に取得したもの 

   旧定額法 

 ロ 平成19年４月１日以降に取得したもの 

   定額法 

 建物以外 

 イ 平成19年３月31日以前に取得したもの 

   旧定率法 

 ロ 平成19年４月１日以降に取得したもの 

      定率法 主な耐用年数

   主な耐用年数は、42年であります。



 

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

  ② 賞与引当金

    従業員に対して支給する賞与の支出に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

 なお、連結会計年度末においては、当社は賞

与支給対象期間と会計期間が同一となり、賞与

引当金の計上がないため、連結貸借対照表に計

上された金額は、全て子会社の計上分でありま

す。

  ② 賞与引当金

同左

  ③ 役員賞与引当金

    当社においては、取締役に対する賞与の支給に

備えるため、当連結会計年度末における年間支

給見込み額に基づき、当連結会計年度において

負担すべき額を計上しております。

  ③ 役員賞与引当金

同左

  ④        ―――   ④ 関係会社整理損失引当金

    関係会社の整理に伴い将来負担することとなる

損失に備えるため、当該損失見込額を計上して

おります。

  ⑤ 退職給付引当金

    提出会社では、従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

    なお、当連結会計年度末は、退職給付引当金が

計上されておらず前払年金費用が計上されてお

ります。

  ⑤ 退職給付引当金

同左

    

  ⑥ 役員退職慰労引当金

    提出会社では、役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

  ⑥ 役員退職慰労引当金

            同左

 (4) 重要なリース取引の処理方法

当社は、リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

            同左

 (5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっておりま

す。

 (5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理

            同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  全面時価評価法を採用しております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

            同左

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

            同左



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
前連結会計年度

(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）
 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」
(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見
書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び「固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会
企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日)を適用し
ております。
 これによる損益に与える影響はありません。

―――

（役員賞与に関する会計処理基準） 
 当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企
業会計基準第4号 平成17年11月29日）を適用しておりま
す。従来、利益剰余金の減少として会計処理していた役員
賞与を当連結会計年度から支給見込額を役員賞与引当金に
計上しております。 
 これにより、販売費及び一般管理費が54,400千円増加
し、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益がそれ
ぞれ同額減少しております。

―――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準」（企業会計基準5号 平成17年12月9日）
及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等
の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平成17年度
12月9日）を適用しております。従来の資本の部の合計に
相当する金額は、5,250,181千円であります。
 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度
における連結貸借対照表の純資産の部については、改正後
の連結財務諸表規則により作成しております。

―――

  
―――

（固定資産の減価償却の方法）
当連結会計年度より、法人税法の改正（（所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年3月30日 法律第６号）及び
（法人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年3月30日 
政令第83号））に伴い、当社および国内連結子会社の平成
19年4月1日以降に取得した有形固定資産については、改正
後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。
これによる損益への影響は軽微であります。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度（自 平成17年９月1日 至 平成18年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式数の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少は、ストックオプションの行使によるものであります。 

  

前連結会計年度
(平成18年８月31日)

当連結会計年度
(平成19年８月31日)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券(株式) 80,963千円

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券(株式) 206,736千円

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

※１ 一般管理費及び当期製品開発原価 

   に含まれる研究開発費
29,887千円

※１ 一般管理費及び当期製品開発原価 

   に含まれる研究開発費
150,615千円

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

土地及び建物（四条分室） 48,705千円

その他（車両運搬具） 253千円
 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

その他（車両運搬具） 416千円

※３          ――― ※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

ソフトウェア等 536千円

 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

工具器具及び備品 1,102千円
 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

工具器具及び備品 4,404千円

 

 

※５ 関連事業投資損失の内容は次のとおりでありま 

   す。      

関係会社株式評価損 57,891千円

貸倒引当金繰入額 58,655千円

 

 

※５ 関連事業投資損失の内容は次のとおりでありま 

   す。             

投資有価証券評価損 65,740千円

商品売却損 52,968千円

たな卸資産評価損 28,267千円

前連結会計年度末 
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末 
株式数

（株） （株） （株） （株）

 発行済株式

 普通株式 7,763,040 ― ― 7,763,040

合計 7,763,040 ― ― 7,763,040

自己株式

 普通株式（注） 113,239 850 9,100 104,989

合計 113,239 850 9,100 104,989



２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

 
  

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

当連結会計年度（自 平成18年９月1日 至 平成19年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式数の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少は、ストックオプションの行使によるものであります。 

  

２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

 
  

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

 
  

 決議 株式の種類
配当金 
の総額 
（千円）

１株当たり
配当金 
（円）

基準日 効力発生日

平成17年11月29日 
定時株主総会

普通株式 95,622 12.50 平成17年8月31日 平成17年11月30日

平成18年4月12日 
取締役会

普通株式 95,663 12.50 平成18年2月28日 平成18年5月25日

 決議 株式の種類
配当金 
の総額 
（千円）

配当金
の原資

１株当たり
配当金 
（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月29日 
定時株主総会

普通株式 95,725 利益剰余金 12.50 平成18年8月31日 平成18年11月30日

前連結会計年度末 
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末 
株式数

（株） （株） （株） （株）

 発行済株式

 普通株式 7,763,040 ─ ─ 7,763,040

合計 7,763,040 ─ ─ 7,763,040

 自己株式

 普通株式（注） 104,989 720 3,400 102,309

合計 104,989 720 3,400 102,309

 決議 株式の種類
配当金 
の総額 
（千円）

１株当たり
配当金 
（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月29日 
定時株主総会

普通株式 95,725 12.50 平成18年8月31日 平成18年11月30日

平成19年4月13日 
取締役会

普通株式 95,744 12.50 平成19年2月28日 平成19年5月25日

 決議 株式の種類
配当金 
の総額 
（千円）

配当金
の原資

１株当たり
配当金 
（円）

基準日 効力発生日

平成19年11月29日 
定時株主総会

普通株式 95,759 利益剰余金 12.50 平成19年8月31日 平成19年11月30日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,722,903千円

預入期間が３ヵ月超の定期預金 △650,000千円

現金及び現金同等物 1,072,903千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,474,573千円

預入期間が３ヵ月超の定期預金 △810,000千円

現金及び現金同等物 664,573千円

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

工具器具 
及び備品

取得価額 
相当額

8,179千円

減価償却 
累計額相当額

7,226千円

期末残高 
相当額

953千円

   なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

   リース契約のリース期間が満了したため、該当事

項はありません。

 

 ② 未経過利息リース料期末残高相当額

１年内 １年超 合計

953千円 ―千円 953千円

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

 ② 未経過利息リース料期末残高相当額

   リース契約のリース期間が満了したため、該当事

項はありません。

 ③ 当期の支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 3,956千円

減価償却費相当額 3,956千円

 ③ 当期の支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 953千円

減価償却費相当額 953千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。



(有価証券関係) 

前連結会計年度（自 平成17年９月1日 至 平成18年８月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 取得原価は減損処理後の金額で表示しており、当連結会計年度において減損処理は発生しておりません。な

お、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。 

  

２．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

３．その他有価証券のうち、満期があるものの償還予定額 

  

 
  

区分 種類
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

(1) 株式 25,990 34,429 8,438

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 451,788 492,773 40,985

小計 477,779 527,202 49,423

(1) 株式 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 405,078 379,262 △25,815

小計 405,078 379,262 △25,815

合計 882,857 906,465 23,608

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

  非上場株式 132,844

計 132,844

区分
１年以内 
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超 
(千円)

(1) 債券

   外国債 ― 101,220 ― ―

(2) その他

   投資信託 ― ― ― 109,391

計 ― 101,220 ― 109,391



当連結会計年度（自 平成18年９月1日 至 平成19年８月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 取得原価は減損処理後の金額で表示しており、当連結会計年度において減損処理は発生しておりません。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っ

ております。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
(注) 当連結会計年度において26百万円の減損処理を行っております。 

  

４．その他有価証券のうち、満期があるものの償還予定額 

  

 
  

区分 種類
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

(1) 株式 25,990 28,760 2,769

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

(2) 債券 103,282 103,282 ─

(3) その他 134,661 166,636 31,974

小計 263,933 298,678 34,744

(1) 株式 ─ ─ ─

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 579,402 548,585 △30,816

小計 579,402 548,585 △30,816

合計 843,336 847,263 3,927

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

337,485 31,933 ─

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

  非上場株式 20,347

計 20,347

区分
１年以内 
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超 
(千円)

(1) 債券

   外国債 ─ 103,282 ─ ─

(2) その他

   投資信託 ─ ─ ─ 126,829

計 ─ 103,282 ─ 126,829



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度 

  

 
  

当連結会計年度 

  

 
  

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度

を設けております。なお、退職給付債務等について

は、簡便法により計算しております。

  連結子会社については、退職金制度はありません。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度

を設けております。なお、退職給付債務等について

は、簡便法により計算しております。

  連結子会社については、退職金制度はありません。

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年８月31日)

退職給付債務 △210,076千円

年金資産 228,047千円

前払年金費用 17,970千円

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年８月31日)

退職給付債務 △226,003千円

年金資産 288,748千円

前払年金費用 62,745千円

 

３ 退職給付費用に関する事項

(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日)

勤務費用 △3,375千円

退職給付費用合計 △3,375千円

 
 

３ 退職給付費用に関する事項

(自 平成18年９月１日 至 平成19年８月31日)

勤務費用 5,674千円

退職給付費用合計 5,674千円

 



(ストック・オプション等関係) 

前連結会計年度（自 平成17年９月1日 至 平成18年８月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 (1) ストック・オプションの内容 

 
  （注）株式数に換算して記載しております。 

  

 (2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数に

ついては、株式数に換算して記載しております。            

①ストック・オプションの数 

 
  

②単価情報 

 
  

平成18年8月期

付与対象者の区分及び数
当社取締役4名
当社正社員88名 
連結子会社正社員10名

ストック・オプション数 （注） 普通株式  77,000株

付与日 平成14年11月28日

権利確定条件 付されておりません。

対象勤務期間 定められておりません。

権利行使期間
平成16年12月１日～
平成20年11月30日

平成18年8月期

権利確定後           （株）

前連結会計年度末 42,200

権利確定 ―

権利行使 9,100

失効 ―

末行使残 33,100

平成18年8月期

権利行使価格          （円） 977

行使時平均株価         （円） 1,627

公正な評価単価（付与日）    （円） ―



当連結会計年度（自 平成18年９月1日 至 平成19年８月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 (1) ストック・オプションの内容 

 
  （注）株式数に換算して記載しております。 

  

 (2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数に

ついては、株式数に換算して記載しております。            

①ストック・オプションの数 

 
  

②単価情報 

平成19年8月期

付与対象者の区分及び数
当社取締役4名
当社正社員88名 
連結子会社正社員10名

ストック・オプション数 （注） 普通株式  77,000株

付与日 平成14年11月28日

権利確定条件 付されておりません。

対象勤務期間 定められておりません。

権利行使期間
平成16年12月１日～
平成20年11月30日

平成19年8月期

権利確定後           （株）

前連結会計年度末 33,100

権利確定 ―

権利行使 3,400

失効 700

末行使残 29,000

平成19年8月期

権利行使価格          （円） 977

行使時平均株価         （円） 1,718

公正な評価単価（付与日）    （円） ―



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年８月31日)

当連結会計年度
(平成19年８月31日)

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

  (流動の部)

   繰延税金資産

事業税 19,738千円

その他 20,450千円

繰延税金資産合計 40,188千円

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

  (流動の部)

   繰延税金資産

事業税 16,646千円

関連事業投資損失 103,535千円

その他 26,896千円

繰延税金資産合計 147,078千円

 

  (固定の部)

   繰延税金資産

役員退職慰労引当金 70,518千円

繰越欠損金 139,132

貸倒引当金 23,813

その他 36,202

小計 269,666

評価性引当金 △139,132

繰延税金資産合計 130,534

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △13,768

 その他 △5,925

 繰延税金負債合計 △19,694

繰延税金資産純額 110,839

 

  (固定の部)

   繰延税金資産

役員退職慰労引当金 75,481千円

繰越欠損金 139,348

貸倒引当金 24,043

その他 36,202

小計 275,075

評価性引当金 △139,348

繰延税金資産合計 135,726

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △1,594

 その他 △25,474

 繰延税金負債合計 △27,069

繰延税金資産純額 108,657

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久差異項目 4.7％

住民税均等割 0.9％

法人税額の特別控除 △0.2％

持分法に伴う投資損益 △0.1％

評価性引当金の増加 7.2％

その他 △0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.7％  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久差異項目 3.2％

住民税均等割 1.0％

持分法に伴う投資損益 △0.1％

海外子会社に係る税率差異 2.0％

その他 △0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.8％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) ゲームソフト開発事業……………………ゲームソフトの企画・開発 

(2) モバイル・インターネット開発事業……コンテンツの企画・開発、コンテンツを提供するサーバーの保守

管理 

(3) その他事業…………………………………ｅコマースの運営、その他 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は955,391千円であり、その主なも

のは、当社の総務部門等の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,684,116千円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、投資不動産及び管理部門に係る資産

であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。 

  

ゲームソフト 
開発事業 
(千円)

モバイル・
インターネッ
ト開発事業 
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高および営業利益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

2,619,013 1,565,776 720,648 4,905,438 ― 4,905,438

(2) セグメント間の
内部売上高

― ― ― ― (  ―) ―

計 2,619,013 1,565,776 720,648 4,905,438 (  ―) 4,905,438

営業費用 1,800,458 1,007,731 436,765 3,244,955 955,391 4,200,346

営業利益 818,555 558,045 283,882 1,660,483 (955,391) 705,091

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 1,664,655 295,926 287,041 2,247,623 4,684,116 6,931,740

減価償却費 51,944 9,845 7,445 69,235 53,557 122,793

資本的支出 158,676 9,556 20,269 188,502 51,677 240,180



当連結会計年度(自 平成18年９月１日 至 平成19年８月31日) 
  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) ゲームソフト開発事業……………………ゲームソフトの企画・開発 

(2) モバイル・インターネット開発事業……コンテンツの企画・開発、コンテンツを提供するサーバーの保守

管理 

(3) その他事業…………………………………ｅコマースの運営、その他 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は982,357千円であり、その主なも

のは、当社の総務部門等の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,491,594千円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、投資不動産及び管理部門に係る資産

であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び資産の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年９月１日 至 平成19年８月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び資産の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年９月１日 至 平成19年８月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

ゲームソフト 
開発事業 
(千円)

モバイル・
インターネッ
ト開発事業 
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高および営業利益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

3,382,355 1,751,156 489,272 5,622,784 ─ 5,622,784

(2) セグメント間の
内部売上高

─ ─ ─ ─ (  ─) ─

計 3,382,355 1,751,156 489,272 5,622,784 (  ─) 5,622,784

営業費用 2,289,379 1,173,331 367,761 3,830,471 982,357 4,812,829

営業利益 1,092,975 577,825 121,511 1,792,313 (982,357) 809,955

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 1,682,060 338,932 294,389 2,315,382 4,491,594 6,806,977

減価償却費 61,153 10,223 4,168 75,545 57,157 132,703

資本的支出 44,004 4,439 1,573 50,017 40,992 91,009



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年９月1日 至 平成18年８月31日） 

  役員及び個人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

※１：賃借料については、㈱都市不動産鑑定所の鑑定評価額を参考に決定しております。 

※２：賃借料については、所在地付近の平均的な賃料を参考に決定しております。 

  

当連結会計年度（自 平成18年９月1日 至 平成19年８月31日） 

  役員及び個人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

※１：賃借料については、㈱都市不動産鑑定所の鑑定評価額を参考に決定しております。 

※２：賃借料については、所在地付近の平均的な賃料を参考に決定しております。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

株式会社 
東亜セイ
コー

京都府
乙訓郡
大山崎

20,000
生産設備の
設計・製造

当社取締役
社長齋藤茂
及びその近
親者が79％
を直接所有

兼任２人

本社開発
センター
社屋の賃
貸 
※１

本社開発
センター 
社屋の賃借

差入 
保証金

6,900

40,750 ― ―

駐車場の賃
借

8,400 ― ―

株式会社 
中雅

京都市
下京区

40,000 京染呉服卸

当社取締役
社長齋藤茂
の 義 兄 が
22％を直接
所有

なし

大宮開発
センター
の賃貸 
※２

大宮開発
センターの 
賃借

23,298 ― ―

駐車場の賃
借

1,314 ― ―

有限会社 
サイト

京都市
右京区

3,000
不動産の賃
貸借並びに
管理業等

当社取締役
社長齋藤茂
及びその近
親者が100％
を直接所有

なし

東京オフ
ィスの賃
貸 
※２

東京オフィ
スの賃借

差入 
保証金

36,975

38,452 ― ―

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

株式会社 
東亜セイ
コー

京都府
乙訓郡
大山崎

20,000
生産設備の
設計・製造

当社取締役
社長齋藤茂
及びその近
親者が79％
を直接所有

兼任２人

本社開発
センター
社屋の賃
貸 
※１

本社開発
センター 
社屋の賃借

差入 
保証金

6,900

41,400 ― ―

駐車場の賃
借

8,400 ― ―

株式会社 
中雅

京都市
下京区

40,000 京染呉服卸

当社取締役
社長齋藤茂
の 義 兄 が
22％を直接
所有

なし

大宮開発
センター
の賃貸 
※２

大宮開発
センターの 
賃借

23,298 ― ―

駐車場の賃
借

1,314 ― ―

有限会社 
サイト

京都府
乙訓郡
大山崎

3,000
不動産の賃
貸借並びに
管理業等

当社取締役
社長齋藤茂
及びその近
親者が100％
を直接所有

なし

東京オフ
ィスの賃
貸 
※２

東京オフィ
スの賃借

差入 
保証金

36,975

40,232 ― ―



子会社等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

※１：価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。 

※２：資金の貸付および利息の受取については、市場金利を勘案して決定しております。 

※３：株式会社フォネックス・コミュニケーションズの増資の引受は、当社が株主割当増資を引き受けたものであり

    ます。 

  

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又 

は出資金 

(千円)

事業の内容 

又は職業

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 

(千円)
科目

期末残高

(千円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

子会社

株式会社フォ

ネックス・コ

ミュニケーシ

ョンズ

東京都渋

谷区
89,700

ネットワーク上

で提供されるゲ

ームソフトおよ

びモバイルコン

テンツの企画・

制作・販売・運

営

直接所有 

100％
兼任１人

主として

モバイル

コンテン

ツ制作を

当社委託

増資の引受

※３
120,000 ― ―

受託費の受

取 

※１

202 売掛金 72

立替金 ― 未収金 929

TOSE SOFTWARE 

USA. INC

アメリカ

合衆国 

カリフォ

ルニア州

700千$

欧米ゲームソフ

トメーカー向け

営業活動

直接所有 

100％
兼任３人

当社の委

託により

欧米ゲー

ムソフト

向け営業

活動

外注費の支

払 

※１

29,938 買掛金 118

関連会社
株式会社シン

グ

福岡県福

岡市
10,000

ゲームソフト開

発
なし 兼任１人

資金の貸

付 

経営指導

資金の貸付 

※２
―

短期貸付

金
50,000

利息の受取

※２
1,250

その他流

動負債
92

経営指導料

の受取 

※１

8,400 ― ―



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

１株当たり純資産額 685円58銭 １株当たり純資産額 714円53銭

１株当たり当期純利益 46円54銭 １株当たり当期純利益 51円26銭

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 46円46銭 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 51円19銭

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日 
 至 平成18年８月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年９月１日 
 至 平成19年８月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 
(千円)

5,250,181 5,473,842

普通株式に係る純資産額(千円) 5,250,181 5,473,842

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１
株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式に係る連結会計年度末の純資産額との
差額(千円)

― ―

普通株式の発行済株式数(千株) 7,763 7,763

普通株式の自己株式(千株) 104 102

１株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数(千株)

7,658 7,660

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

当期純利益(千円) 356,246 392,619

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式に係る当期純利益(千円) 356,246 392,619

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,653 7,659

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定に用いられた当期純利益調整額 

(千円)

― ─

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定に用いられた普通株式の増加数 

(千株) 

(第３回新株予約権)

14 11

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要

――― ―――



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

第27期
(平成18年８月31日)

第28期 
(平成19年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,586,550 1,255,292

 ２ 売掛金 ※１ 443,583 294,286

 ３ 有価証券 22,035 22,839

 ４ 仕掛品 1,316,294 1,550,253

 ５ 前払費用 25,196 25,990

 ６ 繰延税金資産 39,698 147,078

 ７ 未収収益 2,151 2,597

 ８ 短期貸付金 ※１ 290,000 104,212

 ９ その他 ※１ 25,250 52,300

   流動資産合計 3,750,761 51.8 3,454,852 49.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 726,812 732,240

    減価償却累計額 △335,287 391,525 △362,449 369,791

  (2) 構築物 1,758 1,758

    減価償却累計額 △1,184 573 △1,272 485

  (3) 船舶 59,039 59,039

    減価償却累計額 △53,845 5,194 △54,906 4,133

  (4) 車両運搬具 32,619 47,575

    減価償却累計額 △17,561 15,057 △23,404 24,170

  (5) 工具器具及び備品 388,273 355,929

    減価償却累計額 △306,218 82,055 △287,504 68,425

  (6) 土地 461,183 461,183

   有形固定資産合計 955,590 13.2 928,188 13.4

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 37,391 32,527

  (2) 電話加入権 2,065 2,065

   無形固定資産合計 39,456 0.5 34,592 0.5



第27期
(平成18年８月31日)

第28期 
(平成19年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 935,158 844,771

  (2) 関係会社株式 304,511 317,406

  (3) 出資金 80 80

  (4) 関係会社出資金 333,831 183,734

  (5) 長期前払費用 8,450 71,808

  (6) 繰延税金資産 196,868 253,050

  (7) 投資不動産 410,175 410,175

    減価償却累計額 △17,194 392,980 △22,479 387,695

  (8) 差入保証金 69,158 78,060

  (9) 保険積立金 251,169 282,871

  (10) 関係会社長期貸付金 ― 300,000

  (11) その他 67,958 68,220

  (12) 貸倒引当金 △65,958 △276,128

   投資その他の資産合計 2,494,208 34.5 2,511,569 36.2

   固定資産合計 3,489,255 48.2 3,474,350 50.1

   資産合計 7,240,016 100.0 6,929,202 100.0



 

第27期
(平成18年８月31日)

第28期 
(平成19年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※１ 131,068 75,896

 ２ 未払金 54,937 62,770

 ３ 未払費用 70,355 80,855

 ４ 未払法人税等 241,422 192,000

 ５ 未払消費税等 37,470 31,857

 ６ 前受金 767,275 432,257

 ７ 預り金 27,050 33,154

 ８ 役員賞与引当金 54,400 21,730

 ９ その他 14,501 16,738

   流動負債合計 1,398,483 19.3 947,260 13.7

Ⅱ 固定負債

 １ 役員退職慰労引当金 173,690 185,914

 ２ その他 44,846 42,609

   固定負債合計 218,536 3.0 228,524 3.3

   負債合計 1,617,019 22.3 1,175,784 17.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 967,000 13.4 967,000 14.0

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 1,313,184 1,313,184

    資本剰余金合計 1,313,184 18.1 1,313,184 18.9

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 72,694 72,694

  (2) 別途積立金 2,720,000 3,035,000

  (3) 繰越利益剰余金 714,198 539,001

    利益剰余金合計 3,506,893 48.5 3,646,695 52.6

 ４ 自己株式 △180,457 △2.5 △175,796 △2.5

   株主資本合計 5,606,620 77.5 5,751,084 83.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

16,377 0.2 2,333 0.0

   評価・換算差額等合計 16,377 0.2 2,333 0.0

   純資産合計 5,622,997 77.7 5,753,417 83.0

   負債純資産合計 7,240,016 100.0 6,929,202 100.0



② 【損益計算書】 

  
第27期

(自 平成17年９月１日 
 至 平成18年８月31日)

第28期 
(自 平成18年９月１日 
 至 平成19年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 4,600,528 100.0 5,243,200 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 当期製品開発原価 ※１ 3,095,806 67.3 3,578,270 68.2

   売上総利益 1,504,722 32.7 1,664,929 31.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 30,406 29,670

 ２ 役員報酬 93,420 122,145

 ３ 給料手当 104,816 80,993

 ４ 賞与 41,548 32,370

 ５ 役員賞与引当金繰入額 54,400 21,730

 ６ 役員退職慰労 
   引当金繰入額

11,975 12,224

 ７ 法定福利費 41,511 40,677

 ８ 福利厚生費 24,622 26,066

 ９ 退職給付費用 △370 593

 10 採用費 10,459 12,748

 11 交際費 24,180 26,226

 12 旅費交通費 32,987 22,543

 13 修繕費 4,329 6,173

 14 租税公課 32,605 34,013

 15 減価償却費 41,014 34,784

 16 通信費 7,600 7,136

 17 支払保険料 3,301 2,085

 18 支払手数料 54,298 59,157

 19 消耗品費 16,218 7,878

 20 地代家賃 9,223 ―

 21 研究開発費 ※１ 4,397 114

 22 貸倒引当金繰入額 303 ―

 23 雑費 22,458 665,708 14.5 24,142 603,475 11.5

   営業利益 839,014 18.2 1,061,454 20.3



 
  

第27期
(自 平成17年９月１日 
 至 平成18年８月31日)

第28期 
(自 平成18年９月１日 
 至 平成19年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 12,338 18,828

 ２ 受取配当金 38,413 46,117

 ３ 為替差益 6,998 ―

 ４ 有価証券売却益 29,253 31,933

 ５ 不動産賃貸収入 63,908 57,277

 ６ 雑収入 4,480 155,393 3.4 5,002 159,159 3.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 42 ―

 ２ 為替差損 ― 1,592

 ３ 不動産賃貸費用 32,924 32,967 0.7 30,651 32,244 0.6

   経常利益 961,440 20.9 1,188,369 22.7

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 48,959 48,959 1.1 416 416 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※３ 639 3,001

 ２ 子会社出資金評価損 ― 150,096

 ３ 子会社株式評価損 ― 195,105

 ４ 関連事業投資損失 ※４ 131,823 ―

 ５ 貸倒引当金繰入額 ― 209,908

 ６ 投資有価証券評価損 ― 132,462 2.9 26,417 584,530 11.2

   税引前当期純利益 877,937 19.1 604,256 11.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

443,480 424,425

   法人税等調整額 △130,466 313,013 6.8 △153,963 270,462 5.1

   当期純利益 564,923 12.3 333,794 6.4



製品開発原価明細書 

  

 
(注) 主な内容は次のとおりであります。 

  

 
  

第27期
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

第28期
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 労務費 1,813,189 55.7 2,166,786 56.8

Ⅱ 経費 ※1 1,444,658 44.3 1,645,443 43.2

   当期総開発費用 3,257,848 100.0 3,812,229 100.0

   期首仕掛品たな卸高 1,158,407 1,316,294

合計 4,416,255 5,128,523

   期末仕掛品たな卸高 1,316,294 1,550,253

   他勘定振替高 ※２ 4,155 ─

   当期製品開発原価 3,095,806 3,578,270

第27期
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

第28期
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

※１ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。

外注加工費 894,534千円

減価償却費 49,413千円

※１ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。

外注加工費 998,990千円

減価償却費 53,476千円

※２ 他勘定振替の内訳は、販売費及び一般管理費に 

   振り替えたものであり、次のとおりであります。

研究開発費 4,155千円
 

※２          ―――

 ３ 原価計算の方法

   当社は、実際原価による個別原価計算を採用して

おります。

 ３ 原価計算の方法

同左



③ 【株主資本等変動計算書】 

第27期(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

  

 
（注）平成17年11月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

第28期(自 平成18年９月１日 至 平成19年８月31日) 

  

株主資本
評価・換算 

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計

その他 

有価証券 

評価差額金資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益 

剰余金

平成17年８月31日残高(千円) 967,000 1,313,184 72,694 2,670,000 449,312 △194,717 5,277,474 14,682 5,292,156

事業年度中の変動額

 積立金の積立   （注） 50,000 △50,000 ― ―

 剰余金の配当   （注） △191,285 △191,285 △191,285

 役員賞与の支給  （注） △52,000 △52,000 △52,000

 当期純利益 564,923 564,923 564,923

 自己株式の取得 △1,382 △1,382 △1,382

 自己株式の処分 △6,752 15,642 8,890 8,890

 株主資本以外の項目の事業 

  年度中の変動額（純額）
1,694 1,694

事業年度中の変動額合計 

(千円)
─ ─ ─ 50,000 264,885 14,260 329,146 1,694 330,841

平成18年８月31日残高(千円) 967,000 1,313,184 72,694 2,720,000 714,198 △180,457 5,606,620 16,377 5,622,997

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計

その他有価

証券評価 

差額金資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益 

剰余金

平成18年８月31日残高(千円) 967,000 1,313,184 72,694 2,720,000 714,198 △180,457 5,606,620 16,377 5,622,997

事業年度中の変動額

 積立金の積立 315,000 △315,000 ─ ─

 剰余金の配当 △191,470 △191,470 △191,470

 当期純利益 333,794 333,794 333,794

 自己株式の取得 △1,181 △1,181 △1,181

 自己株式の処分 △2,521 5,842 3,321 3,321

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額（純額）
△14,044 △14,044

事業年度中の変動額合計(千円) ─ ─ ─ 315,000 △175,197 4,661 144,463 △14,044 130,419

平成19年８月31日残高(千円) 967,000 1,313,184 72,694 3,035,000 539,001 △175,796 5,751,084 2,333 5,753,417



重要な会計方針 

  

項目
第27期

(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

第28期
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

 時価のないもの

  移動平均法による原価法

その他有価証券

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

仕掛品……個別法による原価法 同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

 

(1) 有形固定資産

  定率法によっております。

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法によっておりま

す。

  なお、主な耐用年数は以下の通り

であります。

 建物 17～41年

 工具器具及び備品 ３～20年

(1) 有形固定資産 

   法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

建物（建物付属設備は除く） 

イ 平成10年３月31日以前に取得し 

  たもの 

  旧定率法 

ロ 平成10年４月１日から平成19年 

  ３月31日までに取得したもの 

  旧定額法 

ハ 平成19年４月１日以降に取得し 

  たもの 

  定額法 

建物以外 

イ 平成19年３月31日以前に取得し 

  たもの 

  旧定率法 

ロ 平成19年４月１日以降に取得し 

  たもの 

  定率法 

主な耐用年数

 建物 17～41年

 工具器具及び備品 ３～20年

(2) 無形固定資産

  自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５

年)を償却期間とする定額法を採用

しております。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用 

  定額法

(3) 長期前払費用

同左



項目

第27期 

(自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日)

第28期 

(自 平成18年９月１日 

至 平成19年８月31日)

(4) 投資不動産

  建物については定額法、その他に

ついては定率法によっております。

主な耐用年数は42年であります。

(4) 投資不動産

  法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

 建物（建物付属設備は除く） 

 イ 平成10年４月１日から平成 

   19年３月31日までに取得 

   したもの 

   旧定額法 

 ロ 平成19年４月１日以降に 

   取得したもの 

   定額法 

 建物以外 

 イ 平成19年３月31日以前に 

   取得したもの 

   旧定率法 

 ロ 平成19年４月１日以降に 

   取得したもの 

      定率法  

主な耐用年数は42年であります



項目

第27期 

(自 平成17年９月１日 

至 平成18年８月31日)

第28期 

(自 平成18年９月１日 

至 平成19年８月31日)

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しています。

  なお、事業年度末においては、賞

与支給対象期間と会計期間が同一と

なるため、賞与引当金の計上はあり

ません。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

  取締役に対する賞与の支給に備え

るため、当事業年度末における年間

支給見込額に基づき、当事業年度に

おいて負担すべき額を計上しており

ます。

(3) 役員賞与引当金

同左

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

  なお、当事業年度末は、退職給付

引当金が計上されておらず、前払年

金費用が計上されております。

(4) 退職給付引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

６ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によ

っております。

消費税等の会計処理

同左



重要な会計方針の変更 

  
第27期

(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

第28期
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委

員会 企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日)

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」(企業

会計基準第4号 平成17年11月29日)を適用しておりま

す。従来、株主総会決議時に未処分利益の減少として会

計処理していた役員賞与を、当事業年度から支給見込額

を役員賞与引当金に計上しております。 

 これにより、販売費及び一般管理費が54,400千円増加

し、営業利益、経常利益、税引前当期純利益がそれぞれ

同額減少しております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は5,622,997千

円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

           ――― 

 

 

 

          ―――
 

         

           ―――

    

           ――― 

 

（固定資産の減価償却の方法） 

 当事業年度より、法人税法の改正（（所得税法等の一

部を改正する法律 平成19年3月30日 法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年3月30

日 政令第83号））に伴い、当社および国内連結子会社

の平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更して

おります。 

 これによる損益への影響は軽微であります。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

第27期 
(平成18年８月31日)

第28期
(平成19年８月31日)

 

※１ 関係会社に対する資産・負債

   区分掲記した以外で各科目に含まれているもの

は、次のとおりであります。

売掛金 1,853千円

短期貸付金 290,000千円

買掛金 14,210千円

※１ 関係会社に対する資産・負債

   区分掲記した以外で各科目に含まれているもの

は、次のとおりであります。

売掛金 72千円

短期貸付金 50,000千円

その他(未収金) 2,145千円

買掛金 19,218千円

第27期
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

第28期
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

※１ 一般管理費及び当期製品開発原価に含まれる研究

開発費は6,621千円であります。

※１ 一般管理費及び当期製品開発原価に含まれる研究

開発費は2,673千円であります。

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

土地及び建物（四条分室） 48,705千円

車両運搬具 253千円

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

車両運搬具 416千円

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

工具器具及び備品 639千円

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

工具器具及び備品 3,001千円

※４ 関連事業投資損失の内容は次のとおりでありま

す。

関係会社株式評価損 73,168千円

貸倒引当金繰入額 58,655千円

※４         ―――



(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度（自 平成17年９月1日 至 平成18年８月31日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少は、ストックオプションの行使によるものであります。 

  

当事業年度（自 平成18年９月1日 至 平成19年８月31日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少は、ストックオプションの行使によるものであります。  

  

前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

（株） （株） （株） （株）

自己株式

 普通株式（注） 113,239 850 9,100 104,989

合計 113,239 850 9,100 104,989

前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

（株） （株） （株） （株）

自己株式

 普通株式（注） 104,989 720 3,400 102,309

合計 104,989 720 3,400 102,309



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年８月31日)及び当事業年度(平成19年８月31日)における子会社株式及び関連会社

株式で時価のあるものはありません。 

  

第27期
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

第28期
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

工具器具 
及び備品

取得価額 
相当額

8,179千円

減価償却 
累計額相当額

7,226千円

期末残高 
相当額

953千円

   なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

   リース契約のリース期間が満了したため、該当事

項はありません。

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 １年超 合計

953千円 ―千円 953千円

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

 ② 未経過リース料期末残高相当額

   リース契約のリース期間が満了したため、該当事

項はありません。

 ③ 当期の支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 3,956千円

減価償却費相当額 3,956千円

 ③ 当期の支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 953千円

減価償却費相当額 953千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。



(税効果会計関係) 

  

 
  

 

  

  

第27期 
(平成18年８月31日)

第28期
(平成19年８月31日)

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

 ① 流動の部

   繰延税金資産

事業税 19,682千円

その他 20,015

繰延税金資産合計 39,698

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

 ① 流動の部

   繰延税金資産

事業税 16,646千円

子会社株式評価損 79,212

貸倒引当金 24,322

その他 26,896

繰延税金資産合計 147,078

 

 ② 固定の部

   繰延税金資産

役員退職慰労引当金 70,518千円

関係会社出資金 83,453

貸倒引当金 23,813

その他 36,202

繰延税金資産合計 213,988

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △11,193

その他 △5,925

繰延税金負債の合計 △17,119

繰延税金資産純額 196,868

 

 ② 固定の部

   繰延税金資産

役員退職慰労引当金 75,481千円

関係会社出資金 144,393

貸倒引当金 24,043

その他 36,202

繰延税金資産合計 280,120

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,594

その他 △25,474

繰延税金負債の合計 △27,069

繰延税金資産純額 253,050

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない 
項目

4.0％

住民税均等割 0.8％

法人税額の特別控除 △0.2％

評価性引当金の減少 △9.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.7％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない 
項目

3.8％

住民税均等割 1.2％

その他 △0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.9％



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

第27期 第28期

１株当たり純資産額 734円26銭 １株当たり純資産額 751円 03銭

１株当たり当期純利益 73円81銭 １株当たり当期純利益 43円 58銭

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 73円67銭 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 43円 52銭

第27期
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

第28期
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 5,622,997 5,753,417

普通株式に係る純資産額(千円) 5,622,997 5,753,417

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当
たり純資産額の算定に用いられた普通株式
に係る事業年度末の純資産額との差額 
(千円)

― ―

普通株式の発行済株式数(千株) 7,763 7,763

普通株式の自己株式(千株) 104 102

１株当たり純資産額の算定に用いられた普

通株式の数(千株)
7,658 7,660

第27期
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

第28期
(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

当期純利益(千円) 564,923 333,794

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 564,923 333,794

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,653 7,659

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定に用いられた当期純利益調整額(千円)
― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定に用いられた普通株式の増加数(千株) 

（第３回新株予約権）

14 11

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要

    ―――     ―――



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【債券】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

 その他有価証券

  加賀電子㈱ 14,100 28,087

  オータックス㈱ 100,000 15,535

  Ｃ-Ｖａｌｌｅｙ Ｉｎｃ. 300,000 4,812

  ㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 100 673

計 414,200 49,107

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

(有価証券)

 その他有価証券

  クレディスイス 
  ＭＭＦ（ルクス）ＵＳ＄

19,162 22,839

(投資有価証券)

 その他有価証券

  欧州復興開発銀行 
  コラーブル・為替リンク債

103,282 103,282

計 122,444 126,121



【その他】 

  

 
  

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

 その他有価証券

  (証券投資信託受益証券)

  パトナム・インベストメント・
  マネジメント・インク 
   パトナム ＵＳ ガバメント インカム トラスト

40,000 60,867

  国際投信投資顧問株式会社 
   グローバル・ソブリン・オープン（毎月決算型）

5,600 44,122

  ピクテ・グローバル・セクション・ファンド 
  マネジメント（ルクセンブルグ）エス・エイ 
   ピクテ・グローバル・セクション・ファンド 
   －好配当世界公共株ファンド

87,500 120,248

  大和証券投資信託委託株式会社
   ダイワ隆晴

4,809 44,335

  大和証券投資信託委託株式会社
   ダイワ・グローバル債券ファンド（毎月分配型）

9,182 96,374

  大和証券投資信託委託株式会社
   ライフハーモニー安定型

9,787 99,349

  野村アセットマネジメント株式会社 
   ノムラファンドマスターズ日本株

5,000 55,310

  ＡＩＧ投信投資顧問株式会社 
   ＡＩＧパッション

5,000 44,945

  マン・インベストメンツ・リミテッド 
   マン ＩＰ ２２０ インターナショナル 
   償還時元本確保型ファンド

1,000,000 126,829

計 692,381



【有形固定資産等明細表】 

  

 
（注）１ 建物の増加は、名古屋開発室および札幌開発室の開設によるものであります。 

 ２ 工具器具及び備品、ソフトウェアの増加は、開発ラインの増強によるものであります。 

 ３ 長期前払費用には、前払年金費用が含まれており、長期前払費用の当期増加額の主なものは前払年金費用

の増加分であります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 

累計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 726,812 5,427 ─ 732,240 362,449 27,161 369,791

 構築物 1,758 ─ ─ 1,758 1,272 87 485

 船舶 59,039 ─ ─ 59,039 54,906 1,061 4,133

 車両運搬具 32,619 19,208 4,252 47,575 23,404 7,084 24,170

 工具器具及び備品 388,273 16,593 48,936 355,929 287,504 27,221 68,425

 土地 461,183 ─ ─ 461,183 ─ ─ 461,183

計 1,669,687 41,228 53,189 1,657,726 729,537 62,617 928,188

無形固定資産

 ソフトウェア 140,722 12,400 20,409 132,713 100,186 17,264 32,527

 電話加入権 2,065 ─ ─ 2,065 ─ ─ 2,065

計 142,788 12,400 20,409 134,778 100,186 17,264 34,592

投資その他の資産

長期前払費用 57,429 71,736 1,687 127,479 55,670 8,378 71,808

投資不動産 410,175 ─ ─ 410,175 22,479 5,284 387,695

（建物） (220,071) (─) (─) (220,071) (21,406) (5,102) (198,665)

（工具器具及び備品） (1,266) (─) (─) (1,266) (816) (149) (449)

（土地） (188,547) (─) (─) (188,547) (─) (─) (188,547)

（長期前払費用） (290) (─) (─) (290) (256) (33) (33)

計 467,604 71,736 1,687 537,654 78,150 13,663 459,503



【引当金明細表】 

  

 
（注）役員賞与引当金の当期減少額その他は、実際支給額との差額であります。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 65,958 210,473 303 ─ 276,128

役員賞与引当金 54,400 21,730 53,600 800 21,730

役員退職慰労引当金 173,690 12,224 ─ ─ 185,914



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 売掛金 

(イ) 相手先別内訳 

  

 
  

(ロ) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 6,307

預金

当座預金 278,791

普通預金 60,193

定期預金 910,000

計 1,248,984

合計 1,255,292

相手先 金額(千円)

株式会社バンプレソフト 95,854

株式会社サンライズインタラクティブ 63,000

株式会社スクウェア・エニックス 29,520

株式会社ＳＡＮＫＹＯ 18,864

エレクトロニック・アーツ株式会社 13,155

その他(ウォルト・ディズニー・ジャパン株式会社他) 73,892

合計 294,286

期首残高 
(千円) 
Ａ

当期発生高 
(千円) 
Ｂ

当期回収高
(千円) 
Ｃ

当期末残高
(千円) 
Ｄ

回収率
(％)

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ

滞留期間
(日)

Ａ＋Ｄ
÷

Ｂ
２ 365

443,583 3,369,513 3,518,810 294,286 92.3 40.0



ハ 仕掛品 

  

 
  

② 負債の部 

イ 買掛金 

  

 
  

ロ 前受金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 金額(千円)

ゲームソフト開発事業 1,171,207

モバイル・インターネット開発事業 114,969

その他事業 264,077

合計 1,550,253

相手先 金額(千円)

東星軟件（上海）有限公司 14,900

株式会社パスカル 6,982

有限会社アメージング 6,825

株式会社ビットシフト 5,008

東星軟件（杭州）有限公司 4,200

その他(村田ソフトウェアサービス他) 37,980

合計 75,896

相手先 金額(千円)

サミー株式会社 65,887

ＴＨＱ Ｉｎｃ. 59,267

株式会社バンダイナムコゲームス 50,400

株式会社マーベラスエンターテイメント 39,900

テクモ株式会社 38,850

その他(株式会社サンセイアールアンドディ他) 177,953

合計 432,257



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）  当会社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外

の権利を行使することができない。 

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

（２）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

事業年度 ９月１日から８月31日まで

定時株主総会 11月中

基準日 ８月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ２月末日、８月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目２番21号
 中央三井信託銀行株式会社 大阪支店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区京橋一丁目７番１号
 中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社 本店、全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目２番21号
 中央三井信託銀行株式会社 大阪支店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区京橋一丁目７番１号
 中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社 本支店、出張所

  買取手数料

 

以下の算出により１単元あたりの金額を算定し、これを買取った単元未満株式の数で

按分した金額

(算式) １株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち

100万円以下の金額につき 1.150％

100万円を越え500万円以下の金額につき 0.900％

500万円を越え1,000万円以下の金額につき 0.700％

1,000万円を越え3,000万円以下の金額につき 0.575％

3,000万円を越え5,000万円以下の金額につき 0.375％

    (円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。)

    ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円と

する。

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得
ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載しておこなう。 
公告掲載ＵＲＬ http://www.tose.co.jp/ir/index.shtml

株主に対する特典 該当事項なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1)有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第27期)

自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日

平成18年11月29日 
近畿財務局長に提出。

(2)半期報告書 (第28期中) 自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日

平成19年５月25日 
近畿財務局長に提出。

(3)訂正報告書 上記半期報告書の訂正報告書 平成19年６月18日
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年11月29日

  

 
  

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社トーセの平成17年９月１日から平成18年８月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社トーセ及び連結子会社の平成18年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から役員

賞与に関する会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

株式会社トーセ

取 締 役 会  御 中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  大  西  寛  文  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  井  上  嘉  之  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会
社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年11月29日

  

 
  

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、旧証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社トーセの平成18年９月１日から平成19年８月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社トーセ及び連結子会社の平成19年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

株式会社トーセ

取 締 役 会  御 中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  村  基  夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  西  村         猛  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会
社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年11月29日

  

 
  

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社トーセの平成17年９月１日から平成18年８月31日までの第27期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社トーセの平成18年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から役員賞与に関する会計基準が適用されるこ

ととなったため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

株式会社トーセ

取 締 役 会  御 中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  大  西  寛  文  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  井  上  嘉  之  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年11月29日

  

 
  

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、旧証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社トーセの平成18年９月１日から平成19年８月31日までの第28期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社トーセの平成19年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

株式会社トーセ

取 締 役 会  御 中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  村  基  夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  西  村     猛  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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